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（９）経済・産業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現基本構想】 

◆取り巻く状況 

国際貿易や分業の進展で経済的な相互依存関係が世界規模で深まるとともに、ＩＴ化の

進展により、国境を越えたヒト・モノ・カネ・情報の移動が加速しています。 

こうした経済のグローバル化の進展により、海外、とりわけアジアとの結びつきは、今

後も一層強まると考えられます。 

世界同時不況等の影響や世界経済での日本の地位の低下、国内事業活動の低迷など、日

本経済は行き詰まりの様相と言えます。しかし、世界に冠たる健康長寿国、環境大国、科

学・技術・情報立国といった日本の強みを活かした分野に取り組むことにより、成長の機

会は十分期待できます。 

滋賀は、恵まれた立地特性を活かし、これまで全国有数の内陸工業県として発展してき

ましたが、産業構造は加工組立型業種が中心で輸出動向の影響をより受けやすい構造とな

っています。グローバル化やＩＴ化の進展で国際競争が激化する中にあって、これまでの

工業県としての強みを活かしながら、競争力のある産業の集積を図るとともに、地域の資

源を活かして需要を創出していく地域産業を振興するなど、国内外の経済環境の変化に適

応し、さらに未来を先取りする産業を構築することが求められています。 

こうしたことから、本県の特徴を活かし、環境、医療・健康、モノづくり基盤技術、に

ぎわい創出や観光の分野を今後さらに伸ばしていく必要があります。 

世界的な食糧需要の高まりの中、国においても食料自給率の向上に向けた施策が進めら

れていますが、滋賀の農水産業を取り巻く環境は、担い手の減少や高齢化の進行、鳥獣被

害による生産意欲の減退、琵琶湖環境の変化など厳しいものになっています。 

滋賀の農業は、農産物の供給や豊かな農村社会と文化の醸成、美しい田園景観の形成な

ど、県民生活の安定や地域の発展に多面的な役割を果たしてきました。このように大切な

農業を持続的に展開していくことが必要です。とりわけ、近年では「環境こだわり農業」

が滋賀の農業の特色として定着しており、全国に誇れる先進的な取組として今後も継続し

ていく必要があります。 

 

◆将来の姿 

○ グローバルな展開の核となる研究開発が活発に行われ、顧客のニーズや環境変化に機動

的・柔軟に対応するモノづくりが発展するとともに、環境、健康福祉、観光、バイオ、Ｉ

Ｔなどの分野で中核企業を中心にクラスターが形成されています。また、活発な知的財産

の創造が行われ、産業が活性化されています。 

○ 消費者の感性に着目した商品やサービスなど多様なニーズに柔軟に対応した商業・サー

ビス業が展開されています。 

○ 歴史や文化、自然など地域固有の資源を活かした観光が発展しています。 

○ 高度なモノづくりや高付加価値なサービス提供などを支える人材が多数輩出されてい

ます。 

○ 認定農業者や集落営農組織などの意欲ある担い手により環境との共生を目指した農林

水産業が展開され、安全・安心で高品質な近江米、近江牛、近江の茶、湖魚などが地域ブ

ランドとして根付いています。 

○ 第一次産業、第二次産業、第三次産業といった従来の産業分類にとらわれない、新たな

産業システムの構築が推進されるとともに、産学官金民連携や地域間連携などの多様な連

携により、相乗効果の高い産業振興が展開されています。 
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ア 「将来の姿」の実現に向けた施策の取組状況 

 「将来の姿」の実現に向けて、滋賀の未来成長産業プロジェクトや地域の魅力まる

ごと産業化プロジェクトの未来戦略プロジェクトと各分野の部門別計画を基本として

施策を展開してきました。 

 

(ア) 中小企業の活性化 

中小企業は、県内企業数の99％以上を占めており、地域の経済や社会の担い手とな

っいます。そのため、「滋賀県中小企業の活性化の推進に関する条例」の制定や実施

計画の策定、経営の安定・向上、創業・新事業の創出の促進など、県内中小企業の活

性化に取り組んできました。 

滋賀の経済や社会が今後も持続的に発展していくためには、少子高齢化や経営環境

の変化により、依然、厳しい状況にある中小企業がその活力を最大限に発揮すること

が必要不可欠であることから、今後も引き続き、経営基盤の安定化や新事業の創出な

どが重要な課題となっています。 

 

(イ) グローバル化への対応 

人口減少社会の到来等による国内市場の縮小、地球温暖化をはじめとする環境問題

の深刻化、加速する経済のグローバル化など急速に変化する社会・経済状況への的確

な対応が求められる中、グローバル化への対応として、海外市場の開拓や、海外から

の観光誘客・企業誘致を推進するとともに、その推進のため、滋賀の認知度の向上を

図ることが期待されています。 

 

(ウ) 成長産業の育成 

人口減少社会の到来や少子高齢化の進行、地球温暖化をはじめとする環境問題の深

刻化など、様々な課題が山積する中、目まぐるしく変化する社会情勢に対応できる産

業を育成することが求められています。このため、「滋賀県産業振興戦略プラン」や

「滋賀県再生可能エネルギー振興戦略プラン」等に基づき、本県の強みを活かした環

境やエネルギー、医療・健康などの分野において産業振興に取り組んできたところで

あり、今後もさらに伸ばすべき分野として重点化が求められています。 

また、今後世界的な成長が見込まれる再生可能エネルギー関連産業など環境分野へ

の中小企業の参入や新規創業、さらに、水環境ビジネス分野への進出を見据え、水環

境関連企業や大学等の集積を活かした取組を促進してきたところであり、今後も重要

になってきます。また、３圏域交流のクロスポイントに位置するという物流のメリッ

トを生かした物流産業の振興も期待されています。 

 

（エ）新事業創出に向けた環境づくりの推進 

ＳＯＨＯビジネスオフィスなどのインキュベーション施設における起業支援など、

民間、大学、行政等とのネットワークを活かし、起業から自立までの体系的な企業支

援に取り組んできました。 

我が国の開業率が減少傾向にあり、起業希望者が急減している中で、新たな地域経
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済の担い手を創出し、産業の新陳代謝を促す新事業の創出を図っていくことが、今後

も引き続き重要な課題となっています。 

 

（オ）医療、福祉・介護、子育て分野のサービス拡大や創業の支援 

障害者、企業、地域が連携した地域共同作業場の設置やＮＰＯ等の活動基盤の強化

支援など、事業者や地域、支援自治体が連携しながら、医療、福祉・介護、子育て分

野のサービス拡大や創業の支援を進めてきました。今後さらに人口減少、少子高齢化

が進行する中、戦略的な対応が求められています。 

 

（カ）消費者の多様なニーズに対応した商業の推進 

商店街の空き店舗の増加や来街者の減少など、滋賀の商業を取り巻く状況は依然と

して厳しいことから、滋賀の商業の「にぎわい」を創出するため、時代の変化や多様

化していく消費者ニーズに対応し、個々の店舗が魅力ある商品を提供するとともに、

商業集積全体として魅力ある業種・業態構成にしていくことが課題となっています。 

 

（キ）豊かな自然や優れた歴史・文化の観光資源を活かした観光産業の振興 

「新・滋賀県観光交流振興指針」や「滋賀県「観光交流」振興指針」等に基づき、

観光ブランドの創造と発信など、滋賀の豊かな自然や優れた歴史・文化の観光資源を

活かした多彩なツーリズムへの取り組みを進めてきました。 

平成 23 年度には観光入込客数が過去最高を記録するなど、一定の成果はあったも

のの、観光地としての滋賀の認知度は必ずしも高まったと言える状況にはありません。

このため、今後とも滋賀の特性を活かした戦略的・重点的な取組を毎年度、アクショ

ンプランを作成し計画的に行うとともに、取組成果を踏まえて見直しながら、効果的

に推進していくことが重要です。 

 

（ク） 商工業などの人材育成 

学校や職業訓練機関などの関係機関と連携を図りながら、望ましい勤労観・職業

観を育むキャリア教育や職業教育、中小企業の人材育成に対する支援など、高度な

モノづくり技術やサービスを創造する人材の育成に取り組んできました。 

生産年齢人口が減少する中で、働く意欲のある女性や若者、日本での就労資格を

持つ外国人などの就労促進を図り、生産の担い手となってもらうため、それぞれの

ニーズに応じたスキルアップを図り、厚みのある人材養成が課題です。 

県内産業の持続的でかつ一層の発展を図るため、高齢者が持つ優れた技術、経験、

ノウハウが県内の次世代に継承されるよう支援することが期待されています。 

 

(ケ)  産学官金民連携や地域間連携 

医工連携ものづくりネットワークの形成や工場長サミットなど、産学官金民連携

や地域間連携を進めるとともに、地の利や知の集積を活かし、広域的な視点をもっ

て成長戦略の拠点づくりに取り組んできました。引き続き、産学官金民連携や地域

間連携が重要です。 
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（コ） 農業の安定経営 

 認定農業者や集落営農組織等の担い手の確保・育成および新規就農者の確保を図

り、農地の面的集積を進めるとともに、担い手の経営の多角化・複合化、法人化な

どの経営体質の強化に取り組んできました。今後も、効率的で安定的な農業経営体

が本県農業の大部分を担い、持続的な農業生産を維持することが必要となっていま

す。 

 

（サ） 農業水利資産の保全と農村振興 

 本県の水田農業と農村を支える農業水利施設が、良好な状態で次世代に引き継が

れるよう、アセットマネジメントによる効率的かつ計画的な保全更新を推進してき

ました。 

また、「しがの農業・水産業新戦略プラン」等に基づき、農村の豊かな地域資源の

保全を図る地域ぐるみの共同活動への支援を通じた農業・農村のもつ多面的機能の

維持や、都市農村交流などによる農村の活性化に取り組んできました。引き続き取

り組むべき課題となっています。 

 

（シ） 消費者と生産者をつなぐ 

 「おいしが うれしが」キャンペーンの実施や、直売所の活性化、学校給食におけ

る地場産農畜水産物の利用拡大など地産地消を進めるとともに、近江米、近江牛、

近江の茶、湖魚など滋賀の食のブランド力を向上させる取組を支援してきました。

今後も県内外における消費拡大を図るため、地産地消の推進やブランド力の強化、

６次産業化の推進などの高付加価値化が重要です。 

 

（ス） 需要に応える農畜産物づくり 

 高品質で安全安心、おいしい近江米や、実需者ニーズに応える麦・大豆の生産振

興を図るとともに、野菜など消費者ニーズの高い園芸作物の推進、加工用米や新規

需要米の生産拡大、耕畜連携による飼料用米等の作付けなど水田の有効活用を図る

ことにより、活力ある水田農業の確立を進めてきました。また、畜産では、肥育牛

の増頭や繁殖・肥育一貫経営への移行など、多様な経営による近江牛等の生産拡大

を推進しています。国の農政改革の動向等を踏まえながら、今後も需要に応えてい

くことが求められています。 

 
（セ） 環境こだわり農業と温暖化対策 

 「滋賀県環境こだわり農業推進基本計画」等に基づき、環境こだわり農業のスタ

ンダード化・定着に向け、普及拡大に取り組むとともに、県内外の消費者への理解

促進に努め、消費拡大とブランド化を図ってきました。また、温暖化に対応した水

稲の新品種「みずかがみ」を育成したほか、農業濁水の改善や、生物多様性の維持・

回復を目指す「魚のゆりかご水田」等の取組を進めてきました。 

引き続き、琵琶湖等への環境負荷の軽減や安全・安心な農産物のニーズへの対応

が必要となっています。 
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（ソ） 水産業の再生 

 ヨシ帯造成や砂地回復など漁場と産卵繁殖場の整備・保全による自然生産力の向上、

種苗放流などによる水産資源の増産、外来魚の駆除などにより漁業経営の安定等を図

ってきました。 

しかし、依然として漁獲量は低い水準にあり、今後、琵琶湖が抱えている様々な課

題ついて関係部局と一体となって調査研究を進め、水産業の再生に向け、総合的な対

策を講じていくことが求められています。 

 

（タ） 森林の保全と林業の振興 

地球温暖化が進行する中、治山事業の実施や企業との協働による森林づくりの促

進、ニホンジカによる森林被害の対策など、森林の持つ多面的な機能を発揮し、林

業の振興、森林の水源のかん養や生活環境の保全・形成、山地災害の防止に取り組

んでいます。依然として課題が継続しています 
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イ 県民満足度の推移 

経済・産業分野については、観光と環境こだわり農業は不満足度より満足度が上回

っていますが、それら以外は不満度が上回っています。また、モノづくり産業や、多

様なニーズに対応した商業・サービス業の振興に対する行政へのニーズは比較的高く

なっています。 

（ア）モノづくり・商業・サービス業の振興 

平成 19 年度 

地場産業や商店街を活性化する取り組み 

環境ビジネスやバイオテクノロジー、ＩＴ（情報通信技術）などの

新しい産業づくり 

平成 22 年度 地域を支える産業の育成 

平成 25 年度 
モノづくり産業や、多様なニーズに対応した商業・サービス業の振

興 

  
満足 

どちらかといえば満足 
どちらでもない 

不満 

どちらかといえば不満 

平成 19 年度 

(地場産業/ 

新産業) 

11.5% 

13.2% 

30.9% 

40.8% 

46.9% 

20.8% 

平成 22 年度 9.4% 34.1% 34.1% 

平成 25 年度 13.8%  41.6% 22.0% 

    
（イ）地域資源を活かした観光の振興 

平成 19 年度 観光の振興や観光産業づくり 

平成 22 年度 - 

平成 25 年度 歴史や文化、自然などの地域資源を活かした観光の振興 

  
満足 

どちらかといえば満足 
どちらでもない 

不満 

どちらかといえば不満 

平成 19 年度 27.2% 35.4% 26.5% 

平成 22 年度 - - - 

平成 25 年度 33.7%  32.1% 20.4% 

    
（ウ）農林水産業の担い手の育成と振興 

平成 19 年度 農業の担い手の育成や県農畜産物のブランド化を推進するなど食

料を安定的に供給する取り組み 

農薬や化学肥料を減らすなど環境にこだわった農業を推進する取

り組み 

平成 22 年度 環境と共生した農林水産業の振興 

平成 25 年度 環境との共生を目指した農林水産業の担い手の育成と振興 
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満足 

どちらかといえば満足 
どちらでもない 

不満 

どちらかといえば不満 

平成 19 年度 

（農畜産業/ 

環境農業） 

12.9% 

21.2% 

39.6% 

39.5% 

19.4% 

17.0% 

平成 22 年度 11.5% 35.0% 27.8% 

平成 25 年度 7.7% 35.6% 26.7% 

 

（エ）産官学金民連携や農商工連携による産業の振興 

平成 19 年度 経済振興特区や工業団地整備、産学官の連携など産業活動を活性化

する取り組み 

平成 22 年度 競争力のある産業の育成 

平成 25 年度 産学官金民連携や農商工連携など、相乗効果の高い産業の振興 

  
満足 

どちらかといえば満足 
どちらでもない 

不満 

どちらかといえば不満 

平成 19 年度 16.1% 40.4% 19.7% 

平成 22 年度 6.4% 38.1% 31.8% 

平成 25 年度 6.7% 35.6% 21.9% 

 

（オ）施策ニーズ 

平成 19 年度 

 観光の振興や観光産業づくり                  8.0%（22 位/51 項目中） 

     地場産業や商店街を活性化する取り組み       7.8%（23 位/51 項目中） 

平成 22 年度 

 地域を支える産業の育成              15.7%（ 6 位/27 項目中） 

競争力のある産業の育成             7.1%（15 位/27 項目中） 

          環境と共生した農林水産業の振興           4.7%（20 位/27 項目中） 

平成 25 年度 

 モノづくり産業や、多様なニーズに対応した商業 

・サービス業の振興                7.1%（14 位/27 項目中） 

         歴史や文化、自然などの地域資源を活かした観光の振興 

 5,5%（17 位/27 項目中） 

         環境との共生を目指した農林水産業の担い手の育成と振興 

                                             5.4%（18 位/27 項目中） 

         産学官金民連携や農商工連携など、相乗効果の高い産業の振興 

                                             3.6%（24 位/27 項目中） 
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ウ 取り巻く現状 

(ア) 本県の経済・産業の状況 

 A) 経済成長率 

   近年の本県の経済成長率は、名目・実質ともに全国の経済成長率とほぼ同じ動向で

推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

B) 県内総生産における経済活動別構成比 

県内総生産における経済活動では製造業が 36.2%と最も高く、全国（18.5%）の 2

倍近くとなっています。平成 13(2001)年度と平成 23(2011)年を比べると、第一次・

第二次産業ともに減少し、第三次産業が増加しています。同様に製造業も減少してい

ます。 

                        (資料)県民経済計算：滋賀県統計課（単位:％） 

県内総生産における経済活動別構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料)県民経済計算：滋賀県統計課（単位:％） 



134 

 

C) 県内総生産額の動向 

県内の第１次産業の総生産額は年々減少する傾向にあります。第２次産業はリーマ

ンショック等の影響により減少した後、平成 22(2010)年度は回復しましたが、リー

マンショック前の水準までには戻っていない状況であり、新興国における市場規模

の拡大等を背景にした工場の海外移転の進行等に伴う影響が懸念されます。第３次

産業は、ここ数年横ばいで推移していますが、高齢化の進行に伴い需要が大幅に増

加することが見込まれる健康、医療、福祉、介護関連の産業が拡大していくことが

見込まれます。 

これまで滋賀は恵まれた立地特性を活かし、内陸工業県として発展し、一般機械や

輸送機械、電気機械などの加工組立型産業が中心であり、輸出動向の影響をより受

けやすい産業構造となっています。 

滋賀の産業の動向 

 

 

 

 

 

D) 事業所数および従業者数の推移 

県内企業のうち、９９％以上が中小企業で占められており、地域の経済や社会の担

い手として、大変重要な役割を果たしています。 

長期的に見ると、県内の事業所数は全国と同様に減少傾向にあります。また、従業

者数は、県内では増加傾向にあり、全国では横ばい状態でにあります。 

しかしながら、生産年齢人口の減少などに伴い、将来的には事業所数および従業者

数ともに減少していくことが想定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料)県民経済計算：滋賀県統計課 

(資料)平成 21 年経済センサス  
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事業所数および従業者数の推移 

    [本県]                  [全 国] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

E) 就業者割合の推移（産業別） 

就業者の割合について、第二次産業 32.7%であり、全国平均 23.7%を大きく上回っ

ていますが、第三次産業は年々増加傾向となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (イ) 商工業 

A) 業種別の総生産額の動向 

製造業の業種別内訳（総生産額ベース）は、電気・輸送用などの機械、化学工業、

プラスチック、窯業・土石製品の割合が高く、付加価値額でも同様の傾向です。 

第三次産業ではサービス業、不動産業、卸売・小売業の割合が高くなっています。 
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                             (資料)県民経済計算：滋賀県統計課 

総生産額の推移（製造業）   

 
                             

 (資料)県民経済計算：滋賀県統計課 

総生産額の推移（第三次産業）   

 

 

 

 

  B) 産業別事業所数の構成比 

産業別の事業所数では、卸売業・小売業、建設業、製造業、宿泊業･飲食サービス

業などとなっています。 

産業別従事者数の構成は、製造業 27.6%、卸売業・小売業 19.2%、医療・福祉 10.2%、

宿泊業･飲食サービス業 8.8%という順になっており、製造業の割合が全国と比べるかな

り高い割合となっています。一方、事業所数では、卸売業・小売業が最も高く 24.7%

に、続いて建設業が 11.6%、製造業 10.4%となっています。 
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（資料）経済センサス（平成 24 年）：滋賀県統計課 

産業別従業者数の構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業別事業所数の構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

C) 工場立地件数の推移 

県内の工場立地は、平成 19(2007)年以降順調に増加し、213 件の工場立地となっ

ています。近畿では兵庫県に次いで多くなっています。 

工場立地件数（都道府県別・累積）

47

94
116

139

166

196
213

68
79

10296

198

252

296

352

420

454

26

52

121
143 149

13
27 35 43 51

70 76

133124

58

34

148145
125

112
100

72

26

10073

- 

50 

100 

150 

200 

250 

300 

350 

400 

450 

500 

H19年 H20年 H21年 H22年 H23年 H24年 H25年上期
（年）

(件数)

滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県

 

 

 

D) 県内企業の海外進出 

貿易や国際分業の進展で経済的な相互依存関係が世界規模で深まるとともに、ＩC

Ｔ化の進展・普及により、国境を越えたヒト・モノ・カネ・情報の移動が加速して

います。県内企業の海外進出件数は、平成 10(1998)年 42 件から年々増加し、平成

19(2007)年には 97 件に達しました。その後一時減少しましたが、再び増加し、平成

（資料)工場立地動向調査：経済産業省 

（注) 研究所、太陽光発電等の電気業を除いた工場立地件数  
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23(2011)年は 101 件となっています。拡大する新興国市場の需要の取り込みを図る

こと等を目的に、アジアを中心に海外進出企業が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海外進出企業数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：関西国際化情報ファイル２０１２（近畿経済産業局）

国際協力銀行 「わが国製造企業の海外事業展開に関する調査報告

―2013 年度 海外直接投資アンケート結果（第 25 回）―」 
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E)  国内市場の縮小と新興諸国の市場の拡大 

世界同時不況等の影響や世界経済における日本の地位の低下、国内の事業活動の低

迷など、引き続き日本経済は厳しい状況にあります。今後は人口減少等による購買

力の一層の低下が見込まれ、国内市場が縮小していくことが懸念されます。 

 一方、アジア新興諸国において、一部地域に経済の成長に翳りが見受けられます

が、各国の市場規模は今後とも大幅に拡大していくことが見込まれています。 

 

  F) 観光客数の推移 

観光客は、年によって増減があるものの、長期的には増加傾向となっています。た

だし、大河ドラマの放映など外的要因に影響を受けやすい状況があり、宿泊観光の拡

大など持続的な誘客が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ウ) 中小企業 

本県の企業数に占める中小企業の割合は 99.8%、うち小規模企業は 87.3%を占めて

います。 

中小企業自身が考える「現在の強み」としては、「取引先との信頼関係」「技術力」

「人材」などが挙げられています。一方、「今後強化したいもの」としては、「人材」

「技術力」「販売力」などが挙げられています。 

 

 

 

 

観光客数の推移                        県観光交流局 
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滋賀県中小企業等実態調査（平成 23 年度） 

 

品質管理

製造(加工)
精度

ｺｽﾄﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ

高品質

ｵﾝﾘｰﾜﾝ
技術･製品

付加ｻｰﾋﾞｽ
の提供

環境対応

事務効率

生産効率

市場占有率
（ｼｪｱ）

価格競争力

研究開発、
知的財産

海外展開

その他

無回答
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8.9

3.9
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3.1

1.5
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0.7
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3.4

2.6

1.2

1.4

3.4

0.5

0.7

0.2

2.6

0.7

2.1

0.3

1.0

0.5

19.5

(3LA%、％)

全体
(1位～3位合計)

１位

人材

技術力

企画力、
提案力

ﾃﾞｻﾞｲﾝ力
(設計･外観)

情報収集力

顧客ﾆｰｽﾞ
の把握

販売力

ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ力

情報発信力

取引先との
信頼関係

資金力

原材料・
部品調達力

量産能力

多品種
小ﾛｯﾄ対応

短納期対応
(ｽﾋﾟｰﾄﾞ)

試作対応

0 10 20 30

28.4

22.4

12.5

3.6

3.2

4.4

17.8

5.0

2.9

8.0

9.7

3.6

7.5

3.6

7.2

1.2

20.0

9.2

5.0

1.2

0.9

1.2

8.7

0.7

0.7

3.4

3.8

1.2

2.2

0.2

1.5

0.2

（N=585）

企業として今後強化したいもの（製造業） 

企業としての現在の強み（製造業） 
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企業としての現在の強み（非製造業） 

企業として今後強化したいもの（非製造業） 
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 (エ) 農畜水産業 

   A) 総農家数の推移 

総農家数は平成22(2010)年36，020戸で、平成17(2005)年に比べ7，343戸(16.9%)

減少、このうち販売農家数は 24，828 戸で、前回に比べ 6，715 戸(21.3%)減、自給

的農家数は 11，192 戸で、前回に比べ 628 戸(5.3%)減とそれぞれ減少しています。

また、土地持ち非農家数は 33，072 戸で、前回に比べ 5，139 戸(18.4%)増加してい

ます。                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (人) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総農家数等の推移 

年齢階級別農業就業人口の構成と推移 

(資料)2010 年世界農林業センサス：農林水産省 

（戸） 

（資料）2010 年世界農林業センサス：農林水産省 
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B)耕地面積の推移 

 耕地面積は年々減少傾向にあり、平成25(2013)年度で 53,000haとなっています。

このうち水田の占める割合は、92.3%で全国第２位の水田率となっています。一方、

耕作放棄地の面積が増加してきています。 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（農林業センサス） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 耕作放棄地面積の推移 

(ha) 

耕地面積調査（農林水産省） 
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C)農業水利施設の老朽化 

農業用の用排水路は基幹から末端まで総延長で約 13,000km に及びますが、施設

の多くは整備後 30 年以上経過するなど、年々老朽化が進行しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

D) 農業産出額の推移 

本県における農業産出額は年々減少傾向にあり、平成 24(2012)年度で 665 億円と

なっています。このうち米が 64%を占めており、全国平均 24%と比較して非常に高

い割合となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

E) 琵琶湖漁業の漁獲量の推移 

琵琶湖漁業の漁獲量は、外来魚やカワウの異常繁殖や環境の変化等により減少が

続いています。ただ、稚魚放流しているニゴロブナ、ホンモロコ等一部の魚種につ

いては漁獲量の増加が見られます。 

生産農業所得統計（農林水産省） 

滋賀県耕地課調べ 

本県における農業水利施設の状況 

本県における農業産出額の推移 
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琵琶湖漁業の漁獲量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

F) 環境こだわり農産物の栽培面積の推移 

「環境こだわり農産物」の栽培面積は、認証制度を設けた平成 13(2001)年から

増加し、「環境こだわり農業」が全国に誇れる先進的な取組として一定定着してき

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

G) おいしが うれしがキャンペーン推進店の推移 

  平成 20(2008)年度から始めた「おいしが うれしが」キャンペーンの実施によ

り、キャンペーン推進店の登録事業者数は、1,180 店舗に、生産・流通・加工事業

者などのキャンペーンサポーター数は、212 事業者に増えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料)滋賀県農政水産部調 
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キャンペーン登録事業者数の推移 

0
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65

99

136

173

（事業者）

212

キャンペーンサポーター数の推移 

(資料)内水面漁業生産統計調査：農林水産省 

(資料)滋賀県農政水産部調 
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H) 主な野生獣による農作物被害金額の推移 

野生獣による農作物被害金額は、防護柵の設置等による効果もあり、平成

23(2011)年度から減少に転じていますが、依然として被害が多い状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    I) 畜産業の推移 

肉用牛の飼養頭数は増加傾向にありますが、乳用牛や豚・鶏は減少傾向にありま

す。また、飼養戸数については、すべての畜種で減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(滋賀県畜産課) 

■ 採卵鶏の飼養状況 

(滋賀県畜産課) 

(資料)滋賀県農政水産部調 
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 (オ) 環境変化等 

A) ＩＣＴの発達：ＳＮＳ登録者数の推移 

ツイッターやフェイスブック等ＳＮＳ登録者数は、平成 21(2009)年 1 百万人未満

が平成 24(2012)年は 1千 5百万人超となっており、ＳＮＳは、この５年間で急速に普

及しています。 

我が国におけるSNS登録者数の推移
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B)ＩＣＴの発達：ビックデータ活用の流れ 

   ＩＣＴの進展に伴い、多様で大量のデータ、いわゆる「ビッグデータ」が様々な分

野で活用されて、革新的なサービスや新たなビジネスの創出につながっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 肉用鶏の飼養状況 

(滋賀県畜産課) 

(資料)平成 24 年版情報通信白書：総務省 

(資料)情報流通・蓄積量の計測手法の検討に係る調査研究（平成 25 年）：総務省 
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エ 現状を踏まえた今後の課題 

 

【総括】 

(ア) 本県の経済・産業の状況 

A) 本県の経済成長率は、国とほぼ同様に推移してきています。 

B) 高齢者のインターネット利用状況の拡大傾向を踏まえ、ICT を活用した高齢者の

社会参加やネットワークづくりを検討する必要があります。 

C) 人口減少社会の到来とともに、国内市場が縮小していくことが懸念されることか

ら、新たな内需の創出を目指しながら、六次産業化や地域で経済が循環する仕組

みをつくるなど、地域資源を活用した持続的な地域経済を構築し、活性化を図っ

ていく必要があります。 

D)また、地域を活性化するためには、他地域との差別化を図るため、「食べ物」や「商

品」などの個別ブランドをさらに向上させるとともに、「自然環境」「伝統文化」

なども加えたトータルブランドとしての「滋賀」のブランド化が必要です。 

 

(イ) 商工業 

A) 製造業では、電気・輸送用などの機械や化学工業、プラスチックの総生産額煮染

める割合が高く、付加価値額の高い加工組立の業種が多く、景気や輸出の動向に

影響を受けやすい構造となっています。 

B) 工場の県内立地、県内企業の海外進出がともに進んでおり、これからは付加価値

のある商品や環境、健康産業に特化するなど、産業構造の変化やグローバル化の

進展を踏まえた県内産業の発展が必要です。 

C) 観光面では、長期的には増加傾向にあるものの、大河ドラマの放映など外的要因

に影響を受けやすい状況があり、滋賀のブランド化や滋賀の食と寺社をセットに

したツアーなど地域資源を活かした宿泊観光の拡大など持続的な誘客が求められ

ます。県外から観光に来てもらい、滋賀の良さを知ってもらうため、県内移動が

しやすい地域交通の整備が必要です。また、滋賀の環境や利便性を活かし、例え

ば関西向け日帰り貸し農園や農作業を体験できるファームスティなどの取組も有

効と考えられます。 

D) 中心市街地の商店街では空き店舗が増えてきている一方、道の駅などでの地産地

消の動きも拡大している。生産者の顔が見える商品を地元で買うことができる場

所を確保することや、使う側が地元の商品を意識して買うことができるようにし

ていくことが大切であり、まちの活性化にもつながります。 

 

(ウ) 中小企業 

A) 県内企業のうち 99.8%が中小企業であり、第三次産業、地場産業をはじめとする

製造業などを中心に小規模な事業所が多いため、経営基盤の強化を図るとともに、

取引先との信頼関係や技術力など、企業としての強みを一層活かす工夫が必要で

す。また、引き続き、消費者ニーズに合った商品の開発や販路拡大を図るために

は、人材の確保や育成が課題です。 
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B) 人口減少に伴い国内市場の縮小が懸念されるが、将来において成長発展が期待さ

れる分野への参入や、滋賀の地場産品や水環境に関する技術をはじめとしてアジ

アなど海外市場へ展開し、国際貢献することも考えることも必要です。また、国

内においても、伝統力や技術力を活かし、販売対象を明確に絞るなど創意工夫す

ることで新たな市場を開拓することも必要です。 

C) 建設業の担い手の高齢化等により、県土保全や災害時の対応など懸念されていま

す。 
  

(エ) 農畜水産業 

A) 総農家数は平成 22(2010)年約 3.6 万戸となり、5 年間で約 7 千戸(16.9%)が減少

し、また、耕地面積は減少、耕作放棄地面積は増加傾向となっています。農業就

業人口の減少と高齢化が進んでいるため、若い人にとって魅力ある農業にするこ

とが求められているとともに、意欲的な担い手の確保・育成と担い手への農地の

集積、その経営体質の強化が急務となっています。また、都市政策と農村政策を

分け、中心市街地の活性化とともに、農地を守ることが必要となっています。 

B) 農業水利施設の老朽化が進行しているため、適切な維持管理と計画的な保全更新

対策を進めていく必要があります。 

C) 農業産出額は年々減少傾向にあり、消費者の需要動向に対応した農畜産物の生産

振興が求められるとともに、琵琶湖漁業の漁獲量も年々減少傾向にあることから、

漁場環境の保全と水産資源の維持・増大が必要となっています。 

D) 近江米、近江牛、近江の茶、湖魚といった滋賀を代表する産物の安定生産を図る

とともに、これらのブランド力の一層の向上を図り、関西圏や東京で展開するこ

とにより農業生産の拡大をすることが求められています。 

E) 消費者の安全･安心な食に対する関心が高いことから、環境こだわり農産物のさ

らなる普及拡大とともに、滋賀のブランドの中核に位置付けながら流通・消費の

拡大につなげていくことが必要です。 

F) イノシシ、ニホンザル、ニホンジカなどによる農作物被害が依然として多く、生

産意欲の減退につながっていることから、引き続き獣害対策を着実に進めていく

必要があります。 

G) 農畜水産物の付加価値の向上を図るために、商工業者などと連携しながら６次産

業化や地産地消を進める必要があります。 

H) 土地持ち非農家の増加に伴い農地連担化などの取組や、農地の適切な管理と農村

における集落機能の維持・継続を図ることが必要となっています。 
 

(オ) 環境変化等 

A) ＩＣＴの発達などの新たな技術、医療･福祉需要の拡大など消費者ニーズの変化、

再生可能エネルギーの導入などエネルギー構造の変化等を生かした新産業の創出

が望まれます。 

B) 環境立県滋賀として、地球温暖化にストップをかけ、新たな産業の創出など経済

の発展と低炭素社会の構築の両立に向けて取り組んでいくことが、ビジネス面で

もメリットがあると考えられます。 

C) ＴＰＰ協定交渉の開始などグローバル化の進展に適切に対応する必要がありま

す。 
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【課題】 

(ア) 中小企業の活性化 

A) 成長が期待される分野における事業活動の展開、県民の安全および安心に配慮し

た事業活動の促進、海外における円滑な事業の展開の促進など、中小企業の自ら

の成長を目指す取組を推進する必要があります。 

B) 事業活動を担う人材の確保・育成、経営の安定・向上、新たな事業の創出の促進

など、経営基盤の強化を推進する必要があります。 

C) 地場産業をはじめものづくり産業を担う中小企業の事業機会の増大、小売商業・

サービス業の振興を通じた中小企業の事業機会の増大など、産業分野の特性に応

じた中小企業の事業活動の活発化を促進することが求められています。 

D) 中小企業者や関係団体等との有機的な連携を推進する必要があります。 

E) 小規模事業者が地域の経済や社会の「担い手」として生産や消費活動、さらには

雇用や地域づくりなどの面でも大変重要な役割を果たしていることに鑑み、小規

模事業者に配慮した取組を推進することが求められています。 

 

(イ) グローバル化への対応 

A) 県内中小企業と海外企業とのビジネスマッチングを支援することにより、アジア

諸国をはじめとした海外での市場開拓、販路拡大を促進する必要があります。 

B) 今後、特に市場の大きな成長が見込める中国など、アジア諸国をはじめとした海

外からの誘客に向けた取組を進めとともに、海外からの企業誘致の推進にも努め

る必要があります。 

C) 県内企業による国際展開や、海外からの誘客や企業誘致のため、滋賀の豊富な地

域資源を活かした認知度向上に向けた取組を展開する必要があります。 

 

(ウ) 成長産業の育成 

A) 再生可能エネルギー・再生可能エネルギー関連ビジネスや水環境ビジネスなど、

滋賀らしい持続可能な産業振興を行う必要があります。 

B) 医療・健康分野における産業振興や付加価値の高いモノづくり基盤技術の振興を

行うことが求められています。 

C) 地の利や知の集積を活かし、広域的な視点をもって成長戦略の拠点づくりに取り

組む必要があります。 

A) 産業活動を支える基盤の整備を進めるとともに、広域的な物流拠点の形成を支援

するなど物流産業の振興に努めることが求められています。 

  

（エ）新事業創出に向けた環境づくりの推進 

A) ＳＯＨＯビジネスオフィスなどのインキュベーション施設における起業支援を

推進する必要があります。 

B) 新事業を創出するため大学や研究機関と企業等を結びつけるなどのネットワー

クづくりを推進する必要があります。 
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（オ）医療、福祉・介護、子育て分野のサービス拡大や創業の支援 

A) 障害者、企業、地域が連携した地域共同作業場の設置やＮＰＯ等の活動基盤の強

化を支援する必要があります。 

B) 人口減少、少子高齢化が進行する中、全員参画型社会の実現に向けて、医療、福

祉・介護、子育て分野のサービス拡大や創業を支援することが求められています。 

 

（カ）消費者の多様なニーズに対応した商業の推進 

A) 商店街をはじめ、地域住民やＮＰＯ、大学等も含めた多様な主体が参画し、地域

の特色を活かしながら、消費者の多様なニーズを踏まえた中心市街地や商店街の

活性化に取り組むことにより、まちのにぎわいを創出する必要があります。 

 

（キ）豊かな自然や優れた歴史・文化の観光資源を活かした観光産業の振興 

A) 琵琶湖・滋賀をキーワードとしたブランドの創造と発信、ターゲットを意識した

継続的な情報発信強化など、観光地「滋賀」の認知度を向上し、多くの人に滋賀

の地に訪れてもらうきっかけづくりを推進することが求められています。 

B) 滋賀の特色を際だたせる誘客活動の推進、学生・地域住民等による「観光交流」

の推進など、「滋賀ならでは」の素材や強みを活かした特色のあるツーリズムの

展開を推進することが求められています。 

C) 本県での国体開催（平成 36（2024）年）や、東京オリンピック・パラリンピック

の開催時に、多くの来県者が見込まれることも視野に入れながら、来訪者を温か

く迎える人材の育成、「観光交流」推進にむけた基盤の整備など、来訪者と居住

者の双方がともに満足できる「観光交流」推進の体制づくりを推進する必要があ

ります。 

 

（ク） 商工業などの人材育成 

A）学校や職業訓練機関などの関係機関と連携を図りながら、望ましい勤労観・職業

観を育むキャリア教育や職業教育を推進する必要があります。 

B) 中小企業の人材育成の支援に向けて、企業ニーズに応じた能力開発・技術向上研

修などのプログラムの充実を図るとともに、起業家マインドを有する人材の育成

や大学でのリフレッシュ教育を推進することが求められています。 

C) 働く意欲のある女性や若者、日本での就労資格を持つ外国人などの就労促進のた

め、それぞれのニーズに応じたスキルアップを図ることにより、厚みのある人材

を養成することが求められています。 

D) 県内の学生が県内企業に魅力を感じ、県内企業に就職し、働き続けたいと感じる

よう、県内の小・中・高等学校や大学などと一層連携し、望ましい勤労観・職業

観を身につけさせる機会や職場見学、職場体験、インターンシップなどの機会の

充実を図る必要があります。 

E) 県内産業の持続的でかつ一層の発展を図るため、高齢者が持つ優れた技術、経験、

ノウハウが県内の次の世代に継承されていくことを目指す必要があります。 
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（ケ） 産学官金民連携や地域間連携 

A) 企業ニーズと大学シーズの発掘やマッチングにより産学官の交流連携を推進す

るとともに、新技術・新事業の創出に向けた産学官の共同研究体の形成を促進す

ることが求められています。 

B) 商工会、商工会議所、中小企業団体中央会、公益財団法人滋賀県産業支援プラザ

をはじめとした中小企業支援機関の連携により、中小企業の経営課題に対し、専

門家派遣などを通じた一層の支援を行うことが求められています。 

C) ＳＯＨＯビジネスオフィスなどのインキュベーション施設における起業支援か

ら、民間、大学、行政などとのネットワークを活かし、育成・自立までの体系的

な企業支援の推進を図る必要があります。 

 

（コ） 農業の安定経営 

A) 認定農業者や集落営農組織等の担い手に対して「農地中間管理機構」を活用した

農地の面的な集積や、経営の多角化・複合化、法人化を推進するとともに、集落

ごとの農地利用や担い手の将来について話し合いを促進する必要があります。 

B) 就農希望者に対する就農相談や、農地情報の提供、また新規就農者に対する経営

面・技術面での支援を進め、その定着を図ることが求められています。 

 

 （サ） 農業水利施設の保全と農村振興 

A) 農業生産を支える農業水利施設が良好な状態で次世代に引き継がれるよう、関係

者が一丸となって効率的かつ計画的な保全更新を進めるアセットマネジメントを

推進する必要があります。 

B) 農業・農村の多面的機能の維持・増進を図るため、農地・農業用水などの資源や

豊かな自然環境を保全する地域ぐるみの共同活動を支援する必要があります。 

C) 中山間地域等において、集落協定等に基づき、耕作放棄地の発生を防止するため、

農業生産活動を継続する農業者に対して支援する必要があります。 

D) 滋賀の農村の魅力を向上させ、来訪・宿泊者の増大と農村地域の活性化を図るた

め、体験交流型観光の受入体制の整備等を進めることが求められています。 

 

 （シ） 消費者と生産者をつなぐ 

A) 地産地消を推進するため、農畜水産物生産者、食品製造・販売事業者など多様な

団体・企業等との連携により、「おいしが うれしが」キャンペーンの取り組みを

進めるとともに、直売所の活性化や学校給食などにおける地場産農畜水産物の利

用拡大を図る必要があります。 

B) 近江米、近江牛、近江の茶、湖魚など滋賀を代表する食材のブランド力の向上を

図るとともに、伝統野菜等の県外での認知度向上を図り、県外への県産農畜水産

物の流通促進を図ることが求められています。 

C) 近江米のブランド力を高めるため、温暖化に適応できる本県育成の新品種「みず

かがみ」の加速的な作付拡大と流通販売を促進する必要があります。 

D) 滋賀県産の農畜水産物等の輸出を促進するため、セミナーの開催等により、輸出
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に意欲的に取り組む事業者の拡大を図ることが求められています。 

E) ６次産業化の取組を促進するため、「総合化事業計画」の作成と実践に向け、６

次産業化プランナーを派遣するほか、多様な事業者と連携したネットワークの構

築を促進し、新たな商品開発や販路開拓等を支援する必要があります。 

F) 食の安全と消費者の信頼確保を図るため、県産農畜産物の生産段階における自主

的な生産工程の管理を促進するとともに、家畜伝染病の予防の徹底を図ることが

求められています。 

 

 （ス） 需要に応える農畜産物づくり 

A) 需要動向に即した主食用米の計画生産を進めるとともに、主食用米を作付けしな

い水田においては、麦、大豆、野菜や加工用米等の作付けを推進することにより

水田の高度利用を図る必要があります。 

B) 野菜の県内自給率向上を目指し、野菜を水田農業の戦略作物として位置付け、キ

ャベツやブロッコリー、カボチャなどの生産拡大を支援する必要があります。 

C) 近江牛の安定的な生産に向け、県内で繁殖することで子牛を確保し、それを肥育

する一貫生産の体制づくりを支援するとともに、肉質や肉量など能力が高い繁殖

牛を確保することが求められています。 

D) 新興のブランド牛との差別化を図るため、近江牛の飼育情報や販売動向、枝肉格

付、牛肉脂肪の質（オレイン酸）に係るデータを収集・解析するなど、売れる近

江牛の生産・ブランド戦略を構築する取組を支援する必要があります。 

 

 （セ） 環境こだわり農業と温暖化対策 

A) 環境こだわり農業を支える生産技術の一層の普及拡大や認証制度をもとにした

ブランド化など、環境こだわり農産物の生産・流通を促進するとともに、「食べ

ることで、びわ湖を守る。」を合言葉に、環境こだわり農業への県民の理解促進

や琵琶湖・淀川流域の消費者に対しても認知度の向上を図り、消費拡大を進める

ことが求められています。 

B) 家畜ふん堆肥等の地域資源を土づくりに有効利用する資源循環型農業を推進す

るとともに耕畜連携による良質な家畜ふん堆肥の生産・利用体制の整備を推進す

る必要があります。 

C) 農業濁水の流出を削減するための技術の普及や、農業排水を再利用する循環かん

がい等の取組に支援するなど、農村地域の良好な水循環の確立を図ることが求め

られています。 

D) 琵琶湖の魚が田んぼに上りやすくする魚道づくり「魚のゆりかご水田プロジェク

ト」など、生物多様性の維持・回復を目指した取組を普及・拡大する必要があり

ます。 

E) 農業分野等において、温暖化緩和策、温暖化への適応策を総合的・計画的に推進

する必要があります。 
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 （ソ） 水産業の再生 

A) セタシジミの漁場となる砂地の造成や、ニゴロブナ等の産卵繁殖場として機能す

るヨシ帯の造成等を進めるなど、自然生産力の向上を図るとともに、在来魚の内

湖における産卵繁殖機能の可能性を評価する必要があります。 

 B) 漁獲対象として重要なニゴロブナ、ホンモロコ、ビワマス、セタシジミ、アユ等

の水産資源の維持・増大を目指すとともに内水面漁場における種苗放流等による

水産資源の増大や、養殖による魚介類の増産を図る必要があります。 

 C) 水産有害生物から漁場を保全するため、魚食性の強いオオクチバスを重点に、外

来魚の徹底捕獲駆除を継続し、また、カワウについては、防鳥糸等による被害防

除を継続するとともに、営巣地を中心とした効果的な捕獲を推進する必要があり

ます。 

 D) 漁獲量の増大に併せて、その販売の拡大等により漁業経営の安定、漁業協同組合

の経営基盤の安定強化により、漁業者が自主的に資源管理を行う資源管理型漁業

を進め、水産資源の安定維持を図ることが求められています。 

 

 (タ) 森林の保全と林業の振興 

A) 森林がＣＯ２の吸収源としての役割を果たせるよう、総合的で計画的な間伐対策

を実施するとともに、間伐材の搬出を積極的に実施し、間伐材の活用促進に努め

ることが求められています。 

B) 環境林や長伐期林への誘導、里山の整備の推進とともに、山地災害の防止を図る

など、効果的な森林の保全に取り組むとともに、森林を健全な姿で保全し、適正

な更新を図るため、関係機関と連携したニホンジカ等の被害対策などに取り組む

ことが求められています。 

C) 森林の価値や森林づくりの必要性を普及啓発するとともに、企業等多様な主体に

よる森林づくりに取り組む必要藻あります。 

D) 生産の低コスト化、加工技術の向上、流通の効率化により県産木材の安定供給体

制を整備強化するとともに、公共建築物等での木材利用を促進して、森林資源の

有効利用を図ることが求められています。 

E) 森林経営・路網整備を提案する森林施業プランナーや高性能林業機械オペレータ

ーの育成などに取り組む必要があります。 
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（10）環境 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現基本構想】 

◆取り巻く状況 

低炭素社会の実現に向け、国際的議論が高まり、各国で実効ある対策がとられています。

これらの対策は、自然エネルギーの開発など大きなビジネスの市場となり、新たな経済戦

略ともなっています。 

滋賀でも、行政のみならず、県民、事業者などあらゆる主体が参画し、暮らしや事業活

動など様々な分野において温室効果ガス削減のための対策に取り組んでいます。 

琵琶湖の水質は、近年、北湖・南湖ともに窒素・りんは横ばいもしくは減少傾向にあり、

富栄養化は抑制されています。 

水質の面でも、生態系の面でも健全な琵琶湖を次世代へ引き継いでいくため、これまで

の流入負荷削減対策に加え、水質汚濁メカニズムを解明し、ＣＯＤ（化学的酸素要求量）

が徐々に増える傾向や琵琶湖北湖深層部の低酸素化などの課題に対応していくことが必

要です。 地球規模での生物種の著しい減少に伴い、生物多様性の保全の重要性が国際世

論となっています。 

豊かな生態系に恵まれた滋賀でも絶滅危惧種の増加などの深刻な状況にあります。生物

の生息・生育域の回復や湖辺や里山など、身近な自然における人と自然の関わりの再構築

が必要となっています。 

県土の 51％を占める森林では、担い手の減少、生活様式の変化、木材価格の低迷等に

より、管理が不十分な森林がみられるようになっています。森林の持つ多面的機能が持続

的に発揮されるよう、適切な森林整備が必要です。 

 

◆将来の姿 

○ 再生可能エネルギーの活用、身近な公共交通手段を組み合わせた環境負荷の低い交通体

系など、温室効果ガスの排出を抑制する低炭素社会への転換が進んでいます。 

○ 県民が主役となって環境学習や環境保全活動、森林づくり活動などを県全体で展開して

います。 

○ 奥山、里地里山、琵琶湖などの野生動植物の生息・生育空間（ビオトープ）の保全・再

生・ネットワーク化が図られ、生物の多様性が確保されています。 

○ 琵琶湖流域生態系（水環境を含む。）が保全・再生されています。 

○ 人の暮らしと琵琶湖の関わりが再生されています。 

○ 全産業が環境に配慮しながら発展し、事業や生産、流通の現場では高効率で低炭素型の

施設や設備が導入されています。 

○ 廃棄物の発生の抑制と資源化の仕組みが確立し、資源循環を進めています。 

○ 農林水産業による適切な利用によって農地や森林の多面的機能などが持続的に発揮され

ています。 
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ア 将来の姿の実現に向けた施策の取組状況 

 将来の姿の実現に向けて、低炭素社会実現プロジェクトや琵琶湖の再生プロジェク

トの未来戦略プロジェクトと各分野の部門別計画を基本として施策を展開してきまし

た。 

 

（ア）琵琶湖環境の再生と継承 

【水環境の保全と再生】 

難分解性有機物の水環境に与える影響や湖底の低酸素状況と生物相の関係を究

明するとともに、内湖再生やヨシ群落再生、砂地造成、水草の異常繁茂対策、レジ

ャー利用による環境負荷低減の取組など、関係部局が一体となって総合的な対策を

講じてきました。しかし、水質の改善にもかかわらず、水草の異常繁茂や在来魚介

類の減少など、新たな課題が発生しています。 

 

【生物多様性の保全と再生】 

森林からつながる集水域も含めた琵琶湖の生態系の保全・再生に向けて、湖底低

酸素化と生物の関係の調査研究やヨシ群落の再生、砂地の造成、野生動植物の保護、

外来生物対策、カワウ対策、獣害対策など、いのちと暮らしを支える生物多様性の

保全・再生を戦略的に進めています。しかし、生物多様性の劣化が進行、鳥獣によ

る被害の拡大、森林の多面的な機能の低下などの問題が顕在化しています。 

 

【有害鳥獣対策の推進】 

生息数の増加により生態系のバランスを崩し、あるいは農林水産業や人々の生活

に被害を与えている野生鳥獣や外来魚について、「ふるさと滋賀の野生動物との共

生に関する基本計画」等に基づき、有害鳥獣（ニホンジカ、イノシシ、ニホンザル、

カワウ等）対策、外来魚対策として大規模な駆除等を実施しています。しかし、依

然として被害が発生しています。 

 
【森林の保全と再生】 

本県の森林は、琵琶湖の清らかな水を育み、県土を保全し県民の生命財産を守る

とともに、二酸化炭素を固定して地球温暖化を防止するなど重要な役割を果たして

いることから、森林の多面的機能の持続的発揮に重点をおいた森林づくりと、県民

全体で支える森林づくりを進め、森林を健全な姿で未来に引き継いでいくことが求

められています。 

また、スギ・ヒノキの人工林資源の多くが育成から利用の段階に到達しつつある

ことから、県産材の利用促進に取り組んでいますが、林業・木材産業の体制が十分

とは言えず、さらに需要や供給の両面からの積極的な対策が必要です。 

 

【水産業の再生】 

ヨシ帯造成や砂地回復など漁場と産卵繁殖場の整備・保全による自然生産力の向
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上、種苗放流などによる水産資源の増産、外来魚の駆除などにより漁業経営の安定

等を図ってきました。しかし、依然として漁獲量は低い水準にあり、今後、琵琶湖

が抱えている様々な課題について関係部局と一体となって調査研究を進め、水産業

の再生に向け、総合的な対策が期待されています。 

 

【農業・農村の多面的機能の発揮】 

農業水利施設のアセットマネジメントの推進、農業・農村の多面的機能を支える

農村コミュニティの活性化の促進などに取り組んでいるところであり、今後とも継

続的な取り組みが重要です。 

 
（イ）低炭素など環境への負荷が少ない安全で快適な社会の実現 

【地球温暖化防止対策の推進】 

「第三次滋賀県環境総合計画」や「滋賀県低炭素社会づくり推進計画」等に基づ

き、太陽光発電システム導入の推進、節電・省エネの普及啓発など、家庭部門にお

ける CO2 削減に取り組むとともに、低炭素社会実現に貢献する事業者評価手法の確

立や低炭素化技術開発等の支援など、事業部門においても削減に取り組んでいます。

しかし、世帯数の増加等により家庭部門の CO2 排出量は増加していることや、地球

温暖化の進行に伴う異常気象現象による局所豪雨などが多発しています。 

 

【再生可能エネルギーの導入促進】 

平成25年3月に策定した「滋賀県再生可能エネルギー振興戦略プラン」に基づき、

住宅用太陽光発電システムの導入支援など、再生可能エネルギーの導入促進に取り

組んでいます。今後も、地域での安全・安心かつ安定的なエネルギーを確保するこ

とが強く期待されています。 

 

【エコ交通の推進】 

環境にやさしい低炭素型交通体系の構築に向けて、自転車利用の促進や電気自動

車の普及促進、持続可能な交通ネットワークづくりに取り組んでいます。しかし、

依然として車中心社会にあり、意識改革が進まないなど課題が継続しています。 

    

【資源循環型社会の推進】 

「第三次滋賀県廃棄物処理計画」に基づき、レジ袋の無料配布中止などの３Ｒ（リ

デュース、リユース、リサイクル）の取組、産業廃棄物の適正処理の推進、産業廃

棄物の不法投棄等の撲滅などを進めてきました。資源の適正な循環的利用を促進す

ることを基本に、県民、事業者、行政が、それぞれの役割と責任を果たしながら連携して

取組を展開し、循環型社会への転換を進めていくことが必要です。 

 

（ウ）環境の未来を拓く「人」・「地域」の創造 

「滋賀県環境学習推進計画（第 2 次）」等に基づき、持続可能な社会づくりに向けて

主体的に行動できる人育てを推進するため、「びわ湖環境学習」（湖の子）など体系的
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な自然体験学習を推進するとともに、県民、ＮＰＯ・地域団体、学校、企業、行政な

どの様々な主体の連携のもと、ライフステージに応じた環境学習の関連施策を体系

的・総合的に進めてきました。環境問題が複雑化・多様化する中で課題を様々な観点

から総合的に捉え、自ら課題を発見し、環境保全行動を実践できる人を育てていく必

要があります。 
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イ 県民満足度の推移 

環境分野については、水環境・生物多様性の保全・再生と自然環境の保全と琵琶湖

との関わりについては満足度が上回り、それら以外は不満度が上回っています。また、

琵琶湖をはじめ水環境に対するニーズは継続的に高く、最近は地球温暖化対策と再生

可能エネルギーの推進に対するニーズが高まってきています。 

 

（ア）水環境・生物多様性の保全・再生 

平成 19 年度 琵琶湖や河川などの水環境を守る取り組み 

野生生物の保護など自然環境を保全する取り組み 

平成 22 年度 野生動植物の保護や生態系の修復 

平成 25 年度 琵琶湖流域をはじめとした水環境や生物多様性の保全・再生 

    

  
満足 

どちらかといえば満足 
どちらでもない 

不満 

どちらかといえば不満 

平成 19 年度 

（水環境/ 

自然環境） 

40.3% 

30.8% 

30.0% 

37.0% 

21.1% 

19.4% 

平成 22 年度 20.1% 36.7% 22.6% 

平成 25 年度 31.4% 33.6% 18.0% 

 

（イ）自然環境の保全と琵琶湖との関わり 

平成 19 年度 野生生物の保護など自然環境を保全する取り組み 

田園風景や歴史環境など美しいふるさとの景観づくり 

平成 22 年度 琵琶湖の総合保全をはじめとした自然環境の保全 

平成 25 年度 県民が暮らしの中で琵琶湖をもっと身近に感じる取組 

    

  
満足 

どちらかといえば満足 
どちらでもない 

不満 

どちらかといえば不満 

平成 19 年度 

（自然環境/景観） 

30.8% 

42.7% 

37.0% 

30.8% 

19.4% 

18.2% 

平成 22 年度 35.9% 29.7% 19.9% 

平成 25 年度 25.5% 37.6% 22.3% 

 

（ウ）環境保全活動や森林づくり 

平成 19 年度 身近な地域におけるみどりづくり 

平成 22 年度 農地森林の持つ多面的機能の維持・増進 

平成 25 年度 
県民が主役となる環境学習や環境保全活動、森林づくりなどの促

進 
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満足 

どちらかといえば満足 
どちらでもない 

不満 

どちらかといえば不満 

平成 19 年度 41.0% 32.9% 18.1% 

平成 22 年度 12.5% 35.8% 26.1% 

平成 25 年度 16.6%  40.4% 18.7% 

    
（エ）低炭素社会への転換 

平成 19 年度 健全な大気環境の保全や地球温暖化を防止する取り組み 

太陽光発電やバイオディーゼル燃料など、新エネルギーを導入す

る取り組み 

平成 22 年度 地球温暖化防止や資源循環等持続可能な社会づくり 

平成 25 年度 
再生可能エネルギーの活用やエコ交通の促進など、低炭素社会へ

の転換 

    

  
満足 

どちらかといえば満足 
どちらでもない 

不満 

どちらかといえば不満 

平成 19 年度 

(大気環境/ 

新エネルギー) 

18.4% 

13.3% 

42.3% 

41.3% 

24.9% 

25.3% 

平成 22 年度 22.7% 38.4% 20.8% 

平成 25 年度 13.9%  37.7% 24.2% 

    
 

（オ）廃棄物・資源循環の推進 

平成 19 年度 県民生活や事業活動による廃棄物の減量やリサイクル、環境に配

慮した製品の購入など資源循環の取り組み 

ごみのポイ捨て防止や県民生活、事業活動による廃棄物を適正に

処理する取り組み 

平成 22 年度 地球温暖化防止や資源循環等持続可能な社会づくり 

平成 25 年度 廃棄物の発生抑制や資源化の仕組みの確立など、資源循環の推進 

    

  
満足 

どちらかといえば満足 
どちらでもない 

不満 

どちらかといえば不満 

平成 19 年度

（資源循環）/廃 棄物） 

32.1% 

21.0% 

36.6% 

29.5% 

20.9% 

39.7% 

平成 22 年度 22.7% 38.4% 20.8% 

平成 25 年度 18.5% 38.2% 24.8% 
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 (カ) 施策ニーズ 

平成 19 年度 

 琵琶湖や河川などの水環境を守る取り組み     21.4%（4 位/51 項目中） 

     ごみのポイ捨て防止や県民生活、事業活動による 

廃棄物を適正に処理する取り組み          16.9%（10 位/51 項目中） 

県民生活や事業活動による廃棄物の減量やリサイクル、 

環境に配慮した製品の購入など資源循環の取り組み  8.4%（20 位/51 項目中） 

平成 22 年度 

 琵琶湖の総合保全をはじめとした自然環境の保全    13.3%（ 8 位/27 項目中） 

地球温暖化防止や資源循環等持続可能な社会づくり 

競争力のある産業の育成               6.9%（16 位/27 項目中） 

野生動植物の保護や生態系の修復環境         5.8%（17 位/27 項目中） 

平成 25 年度 

 再生可能エネルギーの活用やエコ交通の促進など、 

低炭素社会への転換                7.9%（13 位/27 項目中） 

          琵琶湖流域をはじめとした水環境や生物多様性の 

保全・再生                         7.0%（15 位/27 項目中） 

          廃棄物の発生抑制や資源化の仕組みの確立など、 

資源循環の推進                        5.0%（19 位/27 項目中） 
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ウ 取り巻く現状 

（ア）琵琶湖環境の再生と継承 

A) 琵琶湖の水質 

琵琶湖の水質は、北湖・南湖ともに改善が見られ、窒素・りんは引き続き横ばいも

しくは減少傾向であり、富栄養化は引き続き抑制されています。ただし、有機物指標

である COD（化学的酸素要求量 数値が大きいほど水が汚れていることを示す）の数

値は、北湖は平成 10(1998)年度から横ばい傾向、南湖も同様に高止まり傾向となって

おり、COD の 75%値は環境基準（1.0mg/L)を超過しています。 

健全な琵琶湖を次世代へ引き継いでいくため、これまでの流入負荷削減対策に加え、

琵琶湖北湖深層部の低酸素化や水質と生態系の因果関係を解明し、効果的な対策を実

施していくことが求められています。 

 

琵琶湖のＣＯＤの経年変化 

 
※COD とは化学的酸素要求量のこと。数値が大きいほど水が汚れている。 

 

B) 琵琶湖の生態系 

在来魚の漁獲量は、平成 20(2008)年 1,368 トンから平成 23(2011)年 976 トンと

減少しており、平成 23 年は稚魚放流したニゴロブナ、ホンモロコ、ビワマス等の

漁獲量は増加、アユや稚魚放流していないワカサギの漁獲量が大幅に減少し、全体

も大幅に減少しています。 

また、南湖の水草は、平成 6(1994)年の大渇水をきっかけに急激に増えはじめ、

夏になると湖底の大半を水草が覆う状態になっています。水草の大量繁茂は、湖流

れの停滞による水質の悪化や底層の低酸素化、湖底の泥質化など従来の自然環境や

生態系に大きな影響を与えるとともに、漁業や船舶航行の障害、腐敗に伴う臭気の

発生など生活環境にも様々な支障をきたし、深刻な状態が続いています。 

新しい外来水生植物である「オオバナミズキンバイ」は、南湖東岸の赤野井湾に

大群落を形成しているほか、南湖西岸等にも点在するなど、その生育区域を急速に

拡大しています。このため、在来魚の産卵場所であるヨシ帯がふさがれるなど、水

(資料)滋賀県琵琶湖環境部調 
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産業や生態系への影響がみられることから、根絶に向けた駆除を進めていますが、

その生態が十分に解明されていないことから、手作業による刈取り以外の有効な対

策が確立されていません。 

 

琵琶湖漁業の漁獲量の推移 

琵琶湖漁業の漁獲量(外来魚を除く)
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水草の繁茂状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オオバナミズキンバイ生息域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料)内水面漁業生産統計調査：農林水産省 
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C) 生物多様性の保全と再生 

平成 22(2010)年 10 月に生物多様性条約第 10 回締約国会議（COP10）が愛知県名古屋

市で開催され、遺伝資源の利用と利益配分に関する「名古屋議定書」と、平成 23(2011)年

以降の新戦略計画（愛知目標）が採択され、各国は愛知県目標達成に向けた目標を設定

し、生物多様性国家戦略に反映することが求められました。 

また、東日本大震災の発生や人口の急速な減少をはじめとした社会状況を踏まえ、これ

までの人と自然の関係を見つめ直し、今後の自然共生社会のあり方を示すことを目指して、

平成 24(2012)年 9 月に「生物多様性国家戦略 2012-2020」が策定されました。 

地球規模での生物種の著しい減少に伴い、生物多様性の保全の重要性が国際世論

となっています。豊かな生態系に恵まれた滋賀でも絶滅危惧種の指定数が増加する

など深刻な状況にあり、生物の生息・生育域である湖辺や里山など、身近な自然に

おける人と自然の関わりの再構築に取り組むことも期待されています。 

 

 

D) 鳥獣による被害 

近年、ニホンジカ、ニホンザル、イノシシ、カワウなどの野生鳥獣による被害は、

農林水産業のみならず、自然生態系にも及んでいます。特に、ニホンジカの食害に

よる植生衰退が県内各所で見られるようになっており、生物多様性の劣化など生態

系への影響や水源かん養機能、土砂流出防止機能といった森林の公益的機能の低下

が懸念されています。 

 

     

 

主な野生獣による農作物被害の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (資料)ニホンジカ特定鳥獣保護管理計画：滋賀県 
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E) 森林の保全 

県土の約２分の１を占める森林は、水源の涵養、県土の保全、自然環境の保全・形

成、木材の生産などの機能だけでなく、地球温暖化の防止などの多面的な機能を有し

ています。近年、林業担い手不足やニホンジカの食害による植生衰退などにより、そ

の多面的機能の低下が懸念されます。 

森林の現況（平成 20 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (資料)琵琶湖森林づくり基本計画：滋賀県 

 (資料)ニホンジカ特定鳥獣保護管理計画：滋賀県 
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（イ）低炭素など環境への負荷が少ない安全で快適な社会の実現 

A) 地球温暖化の進行 

 世界の平均気温は、この 100 年間で 0.68 度上昇傾向にあり、地球温暖化は確実

に進行し、世界各地で異常気象が頻発しています。 

温室効果ガスの排出削減に向けては、国連気候変動枠組条約が締結されています。 

一方、国においては、地球温暖化対策を強化するため、平成 24(2012)年度から「地

球温暖化対策のための税」が創設されるとともに、再生可能エネルギーの利用促進

を図るため、同年 7月からは、「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に

関する特別措置法」に基づく「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」が始まっ

ています。 

また、平成 25（2013）年には、COP19 において、現時点での目標を「2005 年度比

で 3.8％減」とし、今後の検討の進展を踏まえて確定的な目標を設定することを表明

しています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

B) 平均気温と琵琶湖の水温 

県内（彦根市）の気温の経年変化については、明治 27（1894 年）から平成 23

（2011）年の間、上昇傾向にあり、100 年あたりの年平均気温は 1.24℃上昇して

います。また、琵琶湖表層の水温についても、上昇傾向にあります。 

（彦根の年平均気温の経年変化） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

(資料)気象庁 HP 
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（琵琶湖の水温の経年変化） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

C) 温室効果ガス排出量 

本県における温室効果ガス総排出量は、近年、減少傾向にありましたが、平成 23

（2011 年）では、東日本大震災後、原子力発電から火力発電にシフトしたことに伴

い電気の二酸化炭素(CO2)排出係数が上昇していることから、総排出量が過去 5年平

均比 9.3%増加しています。温室効果ガスの排出は、二酸化炭素がその 9割以上を占

めていますが、部門別にみると、産業部門、運輸部門では減少傾向にあるものの、

家庭部門と業務部門は増加しています。 

          （本県における温室効果ガス総排出量の推移） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（本県における CO２排出量の内訳 平成 2３年度） 
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 D) 再生可能エネルギー導入の推進 

我が国のエネルギー消費量は、オイルショック以降横ばいとなっていますが、家

庭部門、業務部門、運輸部門では増加傾向にあります。また、その多くを化石エネ

ルギーに依存しています。 

一方、種類別の本県エネルギー消費量は、購入電力、ガソリン、都市ガスの順と

なっており、ほとんどが県外からの移入に依存している状況です。 

原子力発電量の電力需給量に占める割合は、平成 22(2010)年 30.8%が平成

23(2011)年 10.8%となる一方、化石燃料の占める割合は平成 22(2010)年 59.3%から

平成 23(2011)年 80.1%となっており、東日本大震災を境に大きく変動しています。 

これまでの原子力利用をはじめとする「大規模集中型」のエネルギー供給システ

ムに関して、電力需給のひっ迫や化石燃料の価格上昇といった様々な課題が浮き彫

りになり、国民生活や産業活動を支えるエネルギーの安定的な供給に向けた再生可

能エネルギーの導入が喫緊の課題となっています。 

 

 

日本の発電電力量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最終エネルギー消費と実質ＧＤＰの推移 
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 (出典)エネルギー白書２０１３：経済産業省  

(資料)資源エネルギー庁「電源開発の概要」、「電力供給計画の概要」抜粋 
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県内の種類別エネルギー消費量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

E) 資源循環型社会の推進 

平成 25(2013)年 4 月には、携帯電話やデジタルカメラなどの小型家電の再資源化を促

進するため、「小型家電リサイクル法」が施行されました。また、同年 5 月には、循環型社会

形成推進基本法に基づく「第三次循環型社会形成推進基本計画」が閣議決定され、最終

処分量の削減など、廃棄物の量に着目した施策に加え、循環の質にも着目し、①リデュー

ス、リユースの取組強化、②有用金属の回収、③安心・安全の取組強化、④３Ｒ国際協力

の推進などを新たな政策の柱としています。 

また、平成 21(2009)年 6 月には、「バイオマス活用推進基本法」が制定され、この法律に

基づく、「バイオマス活用推進基本計画」が平成 22(2010)年 12 月に策定されるなど、バイオ

マス活用に向けた取組体系の整備が進んでいます。 

本県では、平成 23 年度における県内の一般廃棄物の総排出量は 45.4 万トン、１人１日

当たりのごみ排出量は 887g となっています。ごみ処理量は 43.5 万トンで、総資源化量

（資源化量＋集団回収量）は 8.7 万トン、最終処分量は 5.0 万トンとなっています。また、

平成23年度における県内の産業廃棄物の総排出量は376.2万トンとなっており、前年度に

比べ増加しています。このうち、建設業からの排出が最も多く、次いで水道業、製造業とな

っています。 

産業廃棄物の不法投棄など不適正な処理については、新規案件数は減少傾向にあるも

のの、年間 170 件余りの発生が見られ、人目につかない場所・時間帯での不法投棄、あるい

は埋立・造成工事に廃棄物を混入するなど、その手口は悪質・巧妙化しています。 

 

 

 

 

 

 

(出典)滋賀県温室効果ガス排出量実態調 
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（ごみ排出量の推移） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

F)大気・化学物質 

本県の大気汚染の現状として、二酸化いおう、二酸化窒素、一酸化炭素など大気汚染

物質については、すべての測定地点で環境基準を達成している一方で、光化学オキシダ

ントおよび微小粒子状物質(PM2.5)は環境基準が達成されていません。また、ほぼ毎年、

光化学スモッグ注意報が発令されています。 

「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（い

わゆる PRTR 法）」に基づき届出された化学物質排出量の集計では、県内の総排出量は

減少傾向にあります。 

 

 

（ウ）環境の未来を拓く「人」・「地域」の創造 

A)環境学習の取組および環境保全に関する意識の変化 

地球温暖化、生物多様性の減少、廃棄物の適正処理など、最近の環境課題は多岐に

わたりますが、一人ひとりが社会の課題と身近な暮らしを結びつけ、よりよい社会づくりに参

画する力を育むことが大切です。これを目指す教育や学習活動を「持続可能な開発のた

めの教育（Education for Sustainable Development）（以下、ESD）」と呼び、近年、

世界の国々が ESD の推進に取り組んでいます。 

平成 23(2011)年 6 月に「環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関

する法律」の一部が改正されました（改正後の名称は「環境教育などによる環境保

全の取組の促進に関する法律」）。法改正では、環境学習に係る取組を体験学習に重

点をおくものから、幅広い実践的人材づくりへと発展させるため、自然体験などの

機会の提供や協働による取組の推進といった具体的事項が新たに盛り込まれたほか、

地方自治体による推進枠組みの具体化や、学校教育における環境教育の充実が図ら

れることとされました。 

また、人々の環境に対する意識については、平成 25 年度環境白書によれば、人々

一般廃棄物の総排出量と処理状況・排出原単位の推移
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が東日本大震災を境に重視するようになったこととして、「良好に保全された自然環

境や生活環境」、「子供や孫など将来世代の未来」、「幸せを実感できる生活」を挙げ

る人が多くなっていることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

B)県民の環境保全行動 

「環境保全行動」の実践状況については、「環境保全行動をしている」（「積極的に

している」と「できるだけしている」の合計）は 56.7％となっており、平成 20 年度

調査と比較すると 10.6 ポイント増加しています。２人に１人以上の県民が何らかの

環境保全行動をしていると評価できますが、環境を守って行くためには、各主体・

すべての人が「自分ごと」として、環境問題を捉える必要があることから、さらに

多くの県民が環境保全行動に参加できる取組を進めていくことが必要です。 

 

（あなたは、日頃から「環境保全行動」をしていますか）（出典：平成 24 年度「県政世論調査」） 

 (資料)H25 年度環境白書：環境省 
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エ 現状を踏まえた今後の課題 

 

【総括】 

（ア）琵琶湖環境の再生と継承 

A) これまでの琵琶湖の環境施策は「水質保全」が中心でしたが、琵琶湖を健全な姿

で次世代に引き継ぐためには水質保全対策を継続しながら、これまでの水質保全

の中心の観点からだけでなく、流域や都市のあり方も含め広い視野も持ち、引き

続き琵琶湖流域生態系の保全・再生や暮らしと湖の関わりの再生につなげていく

必要があります。 

B) 野生鳥獣の数の増加や分布域の拡大により、人と野生鳥獣の間に様々なあつれき

が生じていることから、個体数管理、被害防除対策、生息環境管理を柱とした施

策を総合的に進めていく必要があります。 

C) 県土のおよそ２分の１を占める森林について、林業の振興を図りつつ、県民の主

体的な参画のもと、森林の多面的機能の維持・発揮を図っていく必要があります。 

 

（イ）低炭素など環境への負荷が少ない安全で快適な社会の実現 

A) 目指すべき将来像の実現に向け、県民やＮＰＯおよび事業者など様々な主体が、

日常生活や事業活動のなかで、環境課題を「自分ごと」として捉え、環境に配慮

した行動を自ら実践していくことが重要となります。 

B) 低炭素社会の実現を目指して、部門ごとの温室効果ガス排出量の増加要因等を分

析した上で、企業や家庭、集落など社会全体で節電対策や技術開発を進め、ライ

フスタイルやビジネススタイルの転換をさらに進める必要があります。また、自

然エネルギーばかりには頼ることはできない中で方策を検討することも必要です。 

C) 原子力発電所の事故に伴い発電の化石燃料への依存度が高まる中、節電が重要と

なり、消費量とピークカットの両方の節電が必要です。とりわけ、再生可能エネ

ルギーの導入を促進し、地域の中にエネルギー源を分散させるなどによりエネル

ギーの地産地消を進めるとともに、環境に配慮した、産業振興につながる、災害

に強い社会づくりを進めていくことも必要です。 

D) 事業者などによる環境規制の遵守と環境基準の達成や化学物質管理の取組を引

き続き進めていくとともに、住民が、周辺環境の状況を的確に把握・評価できる

社会づくりを進めることが必要です。 

E) 廃棄物の排出を抑制（リデュース）、再使用（リユース）し、再生利用（リサイ

クル）するなど、県民、事業者、行政が連携して循環型社会への転換を進めるこ

とが必要です。 

 

(ウ) 環境の未来を拓く「人」・「地域」の創造  

A) めぐみ豊かな環境を育み、「いのち」への共感ができる人材を育てていくために

は、「うみのこ」や「やまのこ」などの体験学習を通じて意識を深めるなど、環境

問題の本質を理解し、「自分ごと」として捉え、環境に配慮した社会を創造し、持

続可能な社会づくりへと進めることが必要です。 

B) 環境問題の解決に向けては、県民、ＮＰＯ、事業者、行政などあらゆる主体が、

環境に対する責任を自覚し、自ら取り組むことが必要で、生産から消費までの各
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段階において、省エネルギー、省資源などの環境にやさしいライフスタイルやビ

ジネススタイルへの変革を促進し、社会の仕組みとして織り込んでいく必要があ

ります。 

 

【課題】 

（ア）琵琶湖環境の再生と継承 

○琵琶湖生態系の保全と再生 

A) 「湖内」「湖辺域」「集水域」およびその「つながり」に配慮した総合的な研究や

取組を実施し、琵琶湖流域生態系の保全・再生につなげる必要があります。 

B) 琵琶湖および本県が抱える環境の課題把握から、調査研究の実施、研究成果を踏

まえた対策の立案を横断的に行う仕組みとして、行政部局と県立試験研究機関が

一同に会して運営する「琵琶湖環境研究推進機構」を創設し、運営する必要があ

ります。 

C) 琵琶湖における喫緊の課題である「在来魚介類の減少」に対して、県立試験研究

機関が連携し、その減少要因の解明と在来魚介類の復活に向けた検討を行うこと

が必要です。 

D) 琵琶湖の水質と生態系の関係を解明するための調査研究を進め、良好な栄養塩バ

ランスを回復するなど、琵琶湖流域生態系の保全・再生につなげることが求めら

れています。 

E) 南湖における水草の異常繁茂は、刈り取りから有効利用まで水草の適切な管理を

行い、また外来水生植物については、生態の解明や駆除方法の確立により根絶に

向けた対策を早急に進めることが求められています。 

 

○生物多様性の保全と再生 

A) 生物多様性を適切に保全し、そのめぐみを将来にわたって享受できるよう多様な

主体の参加による生物多様性の保全・再生の仕組みを構築し推進を図ることが求

められています。 

 

○有害鳥獣対策の推進 

A)「滋賀県特定鳥獣保護管理計画」などに基づき、被害防除対策、生息環境の整備、

個体数管理を総合的に進める必要があります。 

B) 特に、ニホンジカについて、植生の保護と個体数調整などの施策を併せて推進す

ることが求められています。 

 

○森林の保全と再生 

A) 琵琶湖の水源として重要な森林の多面的機能を持続的に発揮できるよう、地域

特性に応じた森林管理を進める必要があります。 

B) 県産材の利用や木質バイオマスの利用を推進し、森林整備や山村地域の活性化

を図ることが求められています。 

C) 琵琶湖森林づくり条例を改正し、水源林を保全する仕組みづくりを進めること

が求められています。 
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○水産業の再生 

A) 内湖再生やヨシ帯の再生、砂地の造成、水草の除却など、琵琶湖の漁場環境の改

善に取り組む必要があります。 

B) 在来魚の増加に向けて、引き続き稚魚放流を実施する必要があります。 

C) カワウや外来魚の駆除を引き続き実施する必要があります。 

 

○農業・農村の多面的機能の発揮 

A) 農業水利施設のアセットマネジメントの推進、農業・農村の多面的機能を支える

農村コミュニティの活性化の促進などに継続的な取り組みが求められています。 

 

（イ）低炭素など環境への負荷が少ない安全で快適な社会の実現 

○地球温暖化防止対策の推進 

A) 県民、事業者、行政などの連携と協働のもとに、生活、交通・運輸、まちと建物、

産業活動、再生可能エネルギー、森林保全の各分野における低炭素化に向けた取

組を総合的に推進する必要があります。 

B) 省エネ・創エネ製品などの利用の広がりを進める取組を重点的に進めることが求

められています。 

C) 中小企業者等が行う低炭素化技術の開発への支援など、環境と経済の両立を目指

し、経済界と連携した取組を進める必要があります。 

 

○再生可能エネルギーの導入促進 

A) 地域主導による「地産地消型」、「自立分散型」エネルギー社会の創造に向けて、

家庭・事業所における導入加速化、農山村の地域資源を活用したエネルギー創出

などの取組を推進することが求められています。 

 

○エコ交通の推進 

A) 鉄道、バス等の地域内交通網、徒歩や自転車を組み合わせた「エコ交通ネットワ

ーク」の形成による公共交通の利用環境整備と、県民自ら進んで公共交通を利用

する意識改革により、エコ交通の取組を促進する必要があります。 

B) 自転車を利用しやすい環境づくりを推進することが求められています。 

 

○環境リスクの低減 

   A) 工場や事業場からの環境汚染物質の排出に対し、引き続き監視・指導などを実施

し、その排出抑制を進めるとともに、工場等における自主管理体制の構築や環境

事故防止の取組について助言を行う必要があります。 

      B) 一般大気環境中の化学物質や微小粒子状物質(PM2.5)や放射性物質など環境リス

クの継続的な監視や分かりやすい情報の発信をとおし、安全・安心な生活環境を

実現することが求められています。 
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○資源循環型社会の推進 

A) レジ袋削減、マイバッグ持参率の向上、廃棄物の減量に関する情報の「見える化」

などを進め、廃棄物の排出の抑制（リデュース）や、再使用（リユース）、廃棄

物を資源として活用（リサイクル）する３Ｒの取組を強化する必要があります。 

B) 循環型社会の形成を一層進めるため、（仮称）第四次滋賀県廃棄物処理計画の策

定を進める必要があります。 

C) 廃棄物処理施設について、事前協議や立入検査を的確に実施し、不適正処理事案

発生時には的確な対応を行うことが求められています。 

D) 滋賀県ごみの散乱防止に関する条例の周知を引き続き図るとともに、市町におけ

る条例制定や不法投棄監視体制の強化を支援することが求められています。 

 

 

（ウ）環境の未来を拓く「人」・「地域」の創造 

A) 県民、ＮＰＯ・地域団体、学校、企業、行政などの様々な主体の連携のもと、ラ

イフステージに応じた環境学習の関連施策を体系的・総合的に進める必要があり

ます。 

B) 省資源化・省エネルギー化、再生可能エネルギーの利用など、環境にやさしいラ

イフスタイル・ビジネススタイルへの転換を、県民、事業者、行政の協働のもと

進めることが求められています。 
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（11）県土 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現基本構想】 

◆取り巻く状況 

大規模な地震災害や想定を超えた洪水、土砂災害発生の危険性が高まっており、被害をで

きるだけ少なくして命を守る、災害に強い地域づくりが求められています。 

高度経済成長期に建設された道路施設をはじめ、上下水道施設、農業水利施設、警察基盤

などの社会資本が更新の時期を迎えます。これまでは社会資本の量的な拡大を進めてきまし

たが、これからは優先順位を見極めながら必要な社会資本の整備を進めるとともに、予防や

保全を重視し、計画的な維持管理を県民の参加を得ながら進めていく必要があります。 

 

◆将来の姿 

○ 農業や林業の生産活動や森林づくりを通して県土が保全され、琵琶湖を囲む美しい田園

や緑豊かな森林が維持されています。 

○ 歴史や文化などを観光資源として活かしたまちづくりが進んでいます。 

○ 快適で安全な生活に向けて、公園や下水道、交通環境の整備などのまちづくりや情報通

信技術の活用が進んでいます。 

○ これまで整備された様々な社会資本が、計画的かつ適切に保全管理されています。 

○ 広域交流ネットワークが形成され、近隣の地域と行き交い、連携が進んでいます。 

○ 自家用車だけに頼らず、鉄道やバス、乗り合いタクシーなどの公共交通機関などにより、

身近な移動が可能になっています。 

○ 地震や風雪水害、土砂災害に強い県土づくりができています。 
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ア 「将来の姿」の実現に向けた施策の取組状況 

「将来の姿」の実現に向けて、みんなで命と暮らしを守る安全・安心プロジェクト

の未来戦略プロジェクトと各分野の部門別計画を基本として施策を展開してきました。 

 

(ア) 危機管理機能の強化 

危機事案発生時に関係機関が参集して迅速かつ的確な応急対策を実施する拠点と

なる危機管理センターの整備は、計画どおり進められています。また、「滋賀県地域

防災計画」等に基づき、危機事案への対応能力を向上させるための実践的な訓練の

実施などを通じて、県の危機管理能力を高めることができています。 

東日本大震災や平成 25 年台風第 18 号を契機として、県民の安全・安心に対する

要請が高まるとともに、琵琶湖西岸断層帯等による直下型地震や南海トラフ巨大地

震、異常気象による局地的な豪雨災害や台風被害、原子力災害、さらには、テロや

新型インフルエンザ等様々な危機事案の発生が懸念されており、引き続き、危機管

理センターを拠点とし、市町や防災関係機関等の連携強化など危機事案への対応力

の強化が必要です。 

また、防災拠点となる警察署等、老朽化している道路、橋梁、上下水道、農業水

利施設などの社会資本を更新し、県民の暮らしの安全・安心を確保するため、優先

順位を見極めながら、計画的に更新を図っていくことや、災害時に迅速な復旧・復

興ができるよう、土地の境界を復元可能な座標値でデータ化する地籍調査の積極的

な推進が求められています。 

 

(イ) 自助・共助による地域防災 

自助・共助による地域の減災力・防災力を発揮するため、地域の特性を踏まえた

実践活動や子どもの学習・体験活動の推進等の取り組みが実施されています。 

東日本大震災や平成25年台風第18号を契機として、県民の安全・安心に対する意

識が高まっている中で、引き続き自助・共助の大切さを共有し、地域防災の取組を

実効性のあるものにしていくことが求められています。 

 

（ウ）防犯対策（再掲） 

「「なくそう犯罪」滋賀安全なまちづくり基本方針」や「滋賀県消費者基本計画」

等に基づき、重層的な防犯ネットワークの構築に取り組んできた結果、県内の刑法

犯認知件数は平成 14(2002)年から年々減少してきましたが、平成 24 年以後増加に

転じました。 

しかし、犯罪の低年齢化、高齢者をねらった犯罪の増加、サイバー空間における

消費者被害の増加など、県民に身近な犯罪が増加傾向にあり、治安に対する県民の

不安は続いていることから、引き続き、警察や自治体、地域住民、ボランティア団

体など県民総ぐるみによる、「地域の絆」を強化した防犯対策が求められています。 

 

（エ）交通安全対策（再掲） 

「滋賀県住生活基本計画」や「レイカディア滋賀プラン」等に基づき、市町や学

校、地域、ボランティア団体等との連携による交通安全対策の取組により、県内の

交通事故による死傷者数は長期的に減少傾向にあります。 
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しかし、高齢化が進行していく中、高齢者が当事者となる交通事故が増加してい

ること、また、次代を担う子どもを交通事故から守ることは県民の強い願いである

ことから、今後も引き続き、県民全員参加による交通事故を防止することが求めら

れています。 

 

（オ）適正な河川管理と市民との協働による流域治水 

「滋賀県の河川整備方針」等に基づき、緊急性の高い個所から順次、河川の維持

管理を実施し、治水機能の維持に取り組むとともに、川・人・地域がつながるふる

さとの川づくりにより住民との協働による河川の維持管理にも取り組んできました。 

しかし、地球温暖化による異常気象による事象が頻発し、台風18号による土砂災

害により県内で甚大な被害を発生させるなど、自然災害に対する県民の不安は強く、

「滋賀県流域治水基本方針」等に基づき、河川の整備と維持管理の「ながす」対策

に加え、「ためる」、「とどめる」、「そなえる」対策を総合的に進めることが期

待されています。また、水害リスクを想定した対策も重要となっています。 

 

（カ）公共交通網の整備 

「滋賀県交通ビジョン」等に基づき、バス等の地域の公共交通の維持・確保・改

善に向けて、市町や事業者、関係機関等と連携し、利便性の向上や利用者の増加な

どの取組を講じていますが、公共交通を取り巻く環境は厳しい状況が続いています。 

今後、一段と高齢化が進行することから、自ら移動手段を持たない高齢者が増加

することが見込まれ、公共交通の維持等がより重要となってきます。 

鉄道については、市町や事業者等と連携しながら、その利便性の向上等に取り組

んでいますが、北陸新幹線やリニア中央新幹線など今後の全国高速鉄道網整備も見

据えた県内公共交通の充実が求められています。 

 

（キ）道路網の整備・維持管理 

「滋賀県道路整備マスタープラン」および「アクションプログラム」等に基づき、

選別投資や優先順位を明確にし、計画的に生活や経済活動を支える道路網の整備や

維持管理に取り組んでいます。 

道路網の整備に関する県民ニーズは高く、今後、老朽化に伴う道路施設にかかる

維持管理コストの増大が見込まれる中、利用者の安全性、利便性を確保するととも

に、災害に備えた耐震性を向上させていくことも求められており、引き続き計画的

に整備、維持管理していくことが課題となっています。 

 

（ク）都市基盤の整備・維持管理 

「都市計画区域マスタープラン」等に基づき、これまで市町や関係機関等との連

携・協力のもとに、ユニバーサルデザインに配慮した施設整備や個性豊かな魅力あ

る景観形成、下水道整備などさまざまな都市基盤の整備に取り組んできました。 

人口減少、少子高齢化が急激に進行する中、持続可能な都市構造を実現していく

ため、市町や事業者等との連携・協働によるコンパクトなまちづくりや老朽化した

施設等の維持更新などが課題となっています。 
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イ 県民満足度の推移 

県土において、美しい田園・緑豊かな森林の維持および社会資本の整備と管理保全

については満足度が上回り、それら以外は不満度が大幅に上回っています。また、県

土分野全般にわたりニーズは高く、特に交通基盤は継続してニーズが高い傾向となっ

ています。最近は災害対策に備えた施設整備に対するニーズが高まってきています。 

 

（ア）美しい田園・緑豊かな森林の維持 

平成 19 年度 
田園風景や歴史環境など美しいふるさとの景観づくり 

身近な地域におけるみどりづくり 

平成 22 年度 美しく魅力ある地域づくりの推進 

平成 25 年度 美しい田園や緑豊かな森林の維持 

  
満足 

どちらかといえば満足 
どちらでもない 

不満 

どちらかといえば不満 

平成 19 年度

(景観 /みどり) 

42.7% 

41.0% 

30.8% 

32.9% 

18.2% 

18.1% 

平成 22 年度 22.4% 39.5% 23.9% 

平成 25 年度 36.6%  33.4% 19.1% 

    
（イ）社会資本の整備と保全管理 

平成 19 年度 道路や鉄道などの交通基盤を整備する取り組み 

平成 22 年度 交通基盤や都市施設の整備 

平成 25 年度 道路や公園、下水道など社会資本の整備と計画的な保全管理 

  
満足 

どちらかといえば満足 
どちらでもない 

不満 

どちらかといえば不満 

平成 19 年度 25.2% 28.9% 38.0% 

平成 22 年度 22.1% 32.5% 33.0% 

平成 25 年度 34.1%  31.1% 24.2% 

    
（ウ）広域交流ネットワーク 

平成 19 年度 ‐ 

平成 22 年度 高度情報化社会の形成 

平成 25 年度 交通網などの広域交流ネットワークの形成 

  
満足 

どちらかといえば満足 
どちらでもない 

不満 

どちらかといえば不満 

平成 19 年度 ‐ ‐ ‐ 

平成 22 年度 10.3% 41.3% 24.5% 

平成 25 年度 19.8% 33.4% 32.4% 

 

（エ）生活道路や公共交通機関 

平成 19 年度 道路や鉄道などの交通基盤を整備する取り組み 
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平成 22 年度 交通基盤や都市施設の整備 

平成 25 年度 自転車歩行者道や公共交通機関などの整備 

  
満足 

どちらかといえば満足 
どちらでもない 

不満 

どちらかといえば不満 

平成 19 年度 25.2% 28.9% 38.0% 

平成 22 年度 22.1% 32.5% 33.0% 

平成 25 年度 16.3% 27.7% 47.5% 

 

（オ）災害に備えた施設の整備 

平成 19 年度 洪水や土砂災害、地震などの災害に備える取り組み 

平成 22 年度 災害に備えた基盤づくり 

平成 25 年度 地震や風雪水害、土砂災害に備えた施設の整備・保全 

  
満足 

どちらかといえば満足 
どちらでもない 

不満 

どちらかといえば不満 

平成 19 年度 17.5% 40.9% 26.4% 

平成 22 年度 14.8% 41.1% 27.5% 

平成 25 年度 11.2% 37.6% 33.7% 

 

（カ）施策ニーズ 

平成 19 年度 

 道路や鉄道などの交通基盤を整備する取り組み  15.7%（11 位/51 項目中） 

       洪水や土砂災害、地震などの災害に備える取り組み 

                               8.5%（19 位/51 項目中） 

田園風景や歴史環境など美しいふるさとの景観づくり 

                               6.5%（26 位/51 項目中） 

平成 22 年度 

 交通基盤や都市施設の整備              16.7%（ 5 位/27 項目中） 

災害に備えた基盤づくり             10.1%（11 位/27 項目中） 

美しく魅力ある地域づくりの推進           8.6%（13 位/27 項目中） 

平成 25 年度 

自転車歩行者道や公共交通機関などの整備    16.7%（4 位/27 項目中） 

            地震や風雪水害、土砂災害に備えた施設の整備・保全 

                 15.5%（6 位/27 項目中） 

            交通網などの広域交流ネットワークの形成     9.2%（11 位/27 項目中） 

      美しい田園や緑豊かな森林の維持             8.0%(12 位/27 項目中) 

      道路や公園、下水道など社会資本の整備と計画的な 

保全管理                        6.7%(16 位/27 項目中) 
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ウ 取り巻く現状 

（ア） 災害に強い県土の整備 

A) 地震の発生 

琵琶湖西岸断層帯地震（推定最大震度 7）などの直下型地震や南海トラフ巨大地震

（推定最大震度 6強）による大規模災害が危惧されています。 

 ・震度 6強以上の区域内居住人口 

     琵琶湖西岸断層帯地震：539,600 人 

     南海トラフ巨大地震 ： 81,300 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

B) 耐震化の推進 

県内に存在する住宅の約３割が昭和 56(1981)年６月以前に建築されており、耐震

基準が満たされてない住宅が多くあります。 

 (資料)滋賀県土木交通部建築課建築指導室調 

全壊棟数 半壊棟数 死者数 負傷者数

夏正午 1,002 10,290

冬夕方 1,502 13,199

冬深夜 1,579 16,267

夏正午 1,384 13,515

冬夕方 1,992 17,199

冬深夜 2,182 21,039

夏正午 596 6,614

冬夕方 822 8,537

冬深夜 940 10,380

夏正午 375 4,588

冬夕方 499 5,935

冬深夜 591 7,296

夏正午 254 2,133

冬夕方 346 2,727

冬深夜 368 3,392

夏正午 93 1,232

冬夕方 129 1,613

冬深夜 132 1,974

夏正午 406 4,150

冬夕方 587 5,330

冬深夜 640 6,558

夏正午 427 4,529

冬夕方 616 5,754

冬深夜 641 7,204

夏正午 379 3,631

冬夕方 484 4,714

冬深夜 597 5,788

夏正午 366 3,464

冬夕方 469 4,624

冬深夜 572 5,741

夏正午 10 803

冬夕方 11 1,014

冬深夜 12 1,256

夏正午 300 6,702

冬夕方 385 8,448

冬深夜 474 10,408

※1 南海トラフ巨大地震（陸側ケース）については、地震発生から1日後の値を（ ）書きで併記している （停電継続影響により1日後に最大となる） 。
※2 全避難者数とは、避難所生活者（自宅の損傷がなくても断水等により炊事が困難となり避難所で食料等を受け取り自宅で就寝する者を含む）、
　　知人・親戚宅等への避難者の合計人数。（建物被害が最大となる冬夕方・風速8m/secの条件で算定）
　　なお、１週間後の全避難者の約半数が避難所生活者となることを見込んでいる。
※3 本表の各数値は、計算結果を整数位で掲載しているが、その精度が確保されているという意味ではない。

地震ケース別の被害数量の一覧

想定地震
ケース

(震源位置)
発生時刻

建物被害 人的被害

地震直後の

停電率

地震直後の

断水率

一週間後の

全避難者数※2
主な被害地域と応急対応の特徴等

琵琶湖西岸断層帯地震

北部 27,650 69,584 58%

◇大津・南部・高島地域と中心とした甚大被害
《全国への応援要請・受援体制が特に重要となる状況》

200,445

南部 38,504 83,856 63% 49% 249,534

44%

花折断層帯地震

中部 18,181 53,274 47%

◇大津・南部地域と中心とした大被害

139,894

南部 11,670 41,531 43% 28% 99,275

34%

木津川断層帯地震

東部 5,734 14,540 26%

◇甲賀地域と中心とした大被害

42,672

西部 2,360 10,884 24% 9% 27,171

10%

鈴鹿西縁断層帯地震

南部 11,250 28,293 37%

◇東近江・湖東地域と中心とした大被害

75,285

北部 10,804 31,173 40% 21% 81,703

18%

柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯地震

北部 10,412 24,940 29%

◇湖東・湖北地域と中心とした大被害

71,710

南部 9,803 24,836 28% 15% 74,640

14%

30,729

南海トラフ巨大地震
（陸側ケース）

陸側ケース 11,017 74,084 88% 52%(68%)※1 158,550

南海トラフ巨大地震
（基本ケース）

基本ケース 2,399 22,183 81% 40%
◇滋賀県域でも被害、東海・西日本一帯で甚大被害
《近隣府県への応援を検討すべき状況》

◇滋賀県域でも大被害、東海・西日本一帯で甚大被害
《他地域からの受援は不可、県内防災力のみで対応すべき状況》
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住宅耐震診断および耐震等改修補助件数(累計)の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

C) 原子力災害への不安の増加 

平成 23(2011)年に発生した福島第一原子力発電所事故以降、福井県に立地する原子

力発電所に対する県民の不安が高まっており、原子力災害に対する県民の安全・安心

の確保が求められています。 

 

D) 年間降水量の増加 

地球温暖化が進行し、異常気象による災害が各地で発生しています。想定を超えた

洪水、土砂災害や大規模な地震災害に対する不安が高まっています。本県でも昨年の

台風第 18 号の接近に伴う大雨により甚大な被害が発生しました。10 年確率降雨に対

する河川整備率は 55.6%（2013 年度末）で土砂災害危険箇所の事業対象箇所の整備率

は約 20.0%（2013 年度末）となっています。 

 

 

≪日本の日降水量 100 ミリ以上の日数の推移≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ） 社会資本の整備状況 

 

A) 社会資本の維持管理 

 高度経済成長期に建設された道路や橋梁、上下水道、土地改良施設、学校、警察や

（資料）気候変動監視レポート２０１２：気象庁 
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文化・体育施設などの社会資本の老朽化が顕在化してきています。建設から 50 年経

過する橋梁の割合を見ますと、8％(2011 年度)から 49％(2031 年度)に増加することに

なります。 

 

  B) 道路改良済み延長・改良率の推移 

県内各地でスマートインターチェンジの開通（2013 年度開通：湖東三山・蒲生、

2016 年度予定：（仮）小谷城）と新名神高速道路大津・高槻間の開業（2023 年度）

など広域高速道路網へのアクセスが向上する中で、本県の道路整備率は全国に比べ

低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

C) 広域高速鉄道網 

リニア中央新幹線の開業（2027 年名古屋、2045 年大阪予定）、北陸新幹線の敦賀・

大阪間の開業（2045 年頃予定）により広域高速鉄道網の整備が予定されています。 
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エ 現状を踏まえた今後の課題 

 

【総括】 

(ア) 災害に強い県土の整備 

A) 近い将来発生することが予想される大規模地震の被害を軽減できる強靭な公共

施設の整備と震災に備えた危機管理体制の強化、昭和 56 年 6 月以前に建築された

耐震基準を満たさない住宅への対応、さらには、災害時における情報通信確保の

ための情報通信基盤の強靭化等の対策が必要です。 

B) 原子力災害に対する県民の安全・安心を確保するため、緊急時モニタリング体制

を整備するとともに、避難やスクリーニング等の緊急時防護措置を充実していく

必要があります。 

C) 10 年確率降雨に対する河川整備率は 55.6%(2013 年度末)、土砂災害危険箇所の事

業対象箇所の整備率は約 20%(2013 年度末)となっており、水害や土砂災害の発生

を未然に防ぐための河川改修や堤防の強化等の川の中と氾濫原のハード整備に加

えて、水害のリスクに備えた、長期的な視点に立った安全なまちづくりが必要で

す。 

D) 災害時の避難場所は、災害のためだけの拠点ではなく、日頃から楽しめ、また災

害時にも使える場所とすることが大切です、また、施設整備面では、エネルギー

や食料、水の確保などの問題が想定され、どのくらい確保できているのかを県民

に周知するとともに、蓄電池など停電時でも使える設備を計画的に進めていくこ

とが必要です。 

E) 災害時に迅速な復旧・復興ができるよう、土地の境界を復元可能な座標値でデー

タ化する地籍調査の推進が必要です。 

F) 農地や森林の荒廃を防止し、公益的機能を維持するための対策が必要です。 

    

(イ) 社会資本の整備状況 

A) 今後の人口減少社会の到来を踏まえた公共施設の統廃合、再整備などの戦略的な

維持管理が必要です。 

B) 高度経済成長期に建設された道路や橋梁、上下水道などのインフラの老朽化が顕

在化してきており、建設から 50 年経過する橋梁は、平成 23(2011)年度 8%から平

成 43(2031)年度 49%と増加することになり、高齢化が進行している中、生活を支

え守るため計画的な維持管理・更新を行っていくことが重要です。 

C) 県内の都市間移動は鉄道が便利な都市構造となっている地域においては､市内移

動は小型電気自動車を活用する等、滋賀や地域のの特徴を活かしたコンパクトシ

ティを考えることもできます。 

D) 高速道路網のアクセス向上を県民の利便性の向上や産業基盤の強化につなぐこ

とができる交通ネットワークの整備が必要です。 

E) リニア中央新幹線の開業(2027 年名古屋、2045 年大阪予定)や北陸新幹線の敦賀・

大阪間の開業(2045 年頃予定)により広域高速鉄道の整備が予定されており、北陸

本線等の経営分離の回避に向けた取組や中部圏や北陸圏、関西圏と連携した新た

な国土軸の活用方策の検討が必要です。 
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【課題】 

（ア）危機管理機能の強化 

A) 様々な危機事案に対応するため、危機管理センターを核とした危機管理体制・能

力の強化や災害等への対応力の充実に向けた取組を県下全域で推進する必要が

あります。 

B) 防災情報の共有化を推進し、災害発生時に迅速かつ的確に活用することが求めら

れています。 

C) 防災拠点、ライフラインや避難道路などの社会資本を計画的に更新する必要があ

ります。 

D) 災害時に迅速な復旧・復興ができるよう、土地の境界を復元可能な座標値でデー

タ化する地籍調査の推進を図る必要があります。 

 

（イ）自助・共助による地域防災 

A) 自助・共助による地域防災力の強化に取り組む必要があります。 

B) 地域における自主防災組織の充実・強化に取り組むことが求められています。 

C) 研修や交流、訓練等により自主防災組織のリーダーや構成員の災害等への対応力

を向上する必要があります。 

D) 避難行動要支援者の避難を実効性のあるものにしていく取組を強化する必要が

あります。 

 

（ウ）防犯対策 

A) 警察や自治体、地域住民、ボランティア団体など県民全員参加による、「地域の

絆」を強化した防犯ネットワークによる取り組みを推進することが求められてい

ます。 

B) 高齢者等の消費者被害防止のための対策を充実・強化する必要があります。 

C) 少年犯罪を抑止するための、学校や地域等と連携した取組を展開する必要があり

ます。 

 

（エ）交通安全対策 

A) 市町や学校、地域、ボランティア団体等との連携による交通安全対策の取組を推

進する必要があります。 

B) 高齢者をはじめ県民一人ひとりが交通安全意識を高め、交通ルールの順守と実践

ができるよう普及啓発や教育を推進することが求められています。 

C) 通学時における児童生徒の交通事故を防止するため、ハードとソフト両面からの

対策を講じる必要があります。 

 

（オ）適正な河川管理と市民との協働による流域治水 

A) 県民の生命や財産を守るため、河川堤防等の整備、堆積土砂の撤去等の「ながす」

対策を講じるとともに、「ためる」、「とどめる」、「そなえる」対策を総合的に推

進することが求められています。 
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B) 局所豪雨など想定を上回る事態も想定され、堤防等のハード面の対策だけでなく、

被害を軽減するためのソフト面での対策を推進する必要があります。 

 

（カ）公共交通網の整備 

A) 県全域における交通空白域の改善、バス利用を促進する環境整備、関係者の役割

分担による公共交通の維持、県民や地域コミュニティとの協働でつくる地域交通

体系など、社会環境の変化に対応した持続可能な交通体系づくりを推進すること

が求められています。 

B) 地域が主役の交通まちづくり、人と人とのふれあいを生み出す公共交通、安全・

安心な交通網の整備など、まちづくりと一体となった交通の整備を推進する必要

があります。 

C) 公共交通の利用促進と県民の意識変革、自転車を利用しやすい環境づくりなどに

よるエコ交通ネットワークの形成を推進するとともに、自動車利用についても

「エコ」化による環境負荷低減を進める必要があります。 

D) 北陸新幹線やリニア中央新幹線など、新しい全国高速鉄道網を見据えて、県全体

の地域振興に資する広域交通のあり方を検討することが求められています。 

 

（キ）道路網の整備・維持管理 

A) 県内産業の活性化と地域文化の交流のための道路整備を行います。 

・渋滞対策を実施し、円滑な人やモノの流れを実現することで産業活動の活性化

を支援することが求められています。 

・高速 IC や鉄道駅へのアクセス向上により、既存施設の付加価値を高め新規産業

の創出を支援し、産業と研究機関の連携を図る必要があります。 

・観光まちづくり、琵琶湖周遊および交流機会の拡大のための道路整備を図り、

地域振興を支援することが求められています。 

・公共交通機関と連携した広域ネットワークの形成により、交流の活性化を促し、

他地域の歴史や文化あるいは教育機関における学ぶ機会の増加など、地域文化の

交流を促進する必要があります。 

B) 誰もが安全・安心に暮らせる優しい県土の実現のための道路整備を行いいます。 

・通学路を中心とした歩道整備の推進や事故危険箇所の対策など交通事故の抑制

に努めることが求められています。 

・歩道のバリアフリー化の推進など、誰もが利用しやすく、人に優しい道路整備

を行う必要があります。 

・落石や崩土危険箇所の対策および橋梁の耐震対策などにより、異常気象時や災

害時における信頼性の高い道路整備を行うことが必要です。 

C)環境負荷の軽減と個性と潤いのある生活空間の創造のための道路整備を行います。 

・道路ネットワークの整備や渋滞対策など交通の円滑化により、地球環境への負

荷の軽減を図ることが求められています。 

・騒音や振動の抑制対策など沿道環境の改善を行い、さらに連続した道路緑化な

ど新しい道路環境の創出を目指すことが求められています。 
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・無電柱化の推進により、景観や防災機能の向上に配慮した道路空間を創出する

ことが求められています 

・旧街道の保全など地域特性を生かした道づくりにより、個性と潤いのある生活

空間の形成を図ル必要があります。 

D) 地域の自立的発展と不安のない暮らしの創出のための道路整備を行います。 

・地域の一体性が保持できるよう、合併した市町を支援する道路整備を行うこと

が求められています。 

・高規格道路へのアクセス道路などの整備により高速性・定時制を確保し、救急

医療や福祉活動を支援することが求められています。 

E) 老朽化による道路施設の維持管理コスト増大が見込まれる中、引き続き計画的な

維持管理を行うことが求められています。 

 

（ク）都市基盤の整備・維持管理 

A) 下水道をはじめ老朽化した社会資本は、戦略的・計画的に維持更新を行う必要が

あります。 

B) 人口減少、少子高齢化に対応し、安全で快適な生活を支える持続可能なコンパク

トなまちづくりに向けた取組を推進することが求められます。 
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 ４ 県政経営の基本姿勢 

  (1) 市町とともに地域主権を担う存在感ある県政経営 

基本構想の進行に関する市町職員との意見交換や対話システムの運用による知事

と市町長との意見交換をはじめ、緊密に市町との意見・情報の交換に取り組んでい

ます。 

平成 23(2011)年 4 月から第二期分権改革がスタートし、地方自治体の自主性を強

化し、自由度の拡大が図られおり、今後の動向も踏まえながら、市町との役割分担

を進めていくことも求められています。 

今後も、市町の声をしっかりと受け止め、県政や地域の課題を共有しながら、適

切な役割分担のもとに県政を進めていくことが求められています。 

 

  (2) 県民から信頼される県政経営 

滋賀県基本構想は、県民や各種団体、企業、行政が共有する未来ビジョンとして、

県民からの意見や提案を反映しながら策定しました。また、各施策を構築していく

過程で県民の声を反映するようにしています。 

また、県政世論調査において、県民の各分野の施策に関する満足度や不満度、力

を入れてほしい施策などを把握するなど、県民の視点に立った行政サービスの実現

に向けて取り組んでいます。 

引き続き、県政情報の的確な提供など県政の見える化を進め、県民との双方向の

コミュニケーションを図るとともに、多様な主体と協働する県政を進めていくこと

が期待されています。 

 

  (3) 滋賀の存在感を高める県政経営 

平成 22(2010)年 12 月に設立された関西広域連合に参画し、広域防災や広域環境保

全など 7 分野の事務などに取り組んでいます。また、中部・北陸圏域における広域

連携推進の方向性をまとめた「広域連携推進の指針」に基づき、近隣県との連携施

策を検討するなど、近畿圏、中部圏、北陸圏の結節点という強みを活かしながら、

圏域の持続的な発展に取り組んでいます。 

今後も自然災害や環境問題など広域的に連携して処理しなければならない課題に

ついて、関西広域連合や隣接府県と連携・協力し積極的に対応していくことが求め

られます。 

また、基本構想で「滋賀の強み」とした「人の力」「自然の力」「地と知の力」を

活かした施策や、ブランドイメージの発信・定着を意識した施策を積極的に展開し

ていくことが必要です。 

 

 

  (4) 持続可能で活力ある県政経営 

限られた財源をもとに効果的・効率的に活用するため、未来戦略プロジェクトに

予算を重点的に配分し、先駆的・部局横断的に取り組むなど、選択と集中を進めて

きました。 
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今後においても、県の財政状況は、人口減少、高齢化が本格化していく中、社会

保障関係費による歳出増が見込まれるなど、厳しい状況が続くことが見込まれます

が、不断の行財政改革を進め、強い行財政基盤をつくり、次世代をも見据え、地域

の実情にあった行政サービスを提供できる、持続可能で活力ある県政経営が求めら

れます。 

 


